
0

北陸地域国際物流戦略チーム データブック北陸地域国際物流戦略チーム データブック



1

１．管内の基本データ・・・・・・・・・・・・・・・２
管内港湾空港の位置図・・・・・・・・・・３
国際フェリー航路、コンテナ航路・・・４
管内港湾へのアクセス・・・・・・・・・・・６
国内道路ネットワーク・・・・・・・・・・・１１
社会・自然・産業指標・・・・・・・・・・・１２

２．海上物流関連データ・・・・・・・・・・・・２６
コンテナ貨物の流動調査・・・・・・・・２７
コンテナ貨物の流動分析・・・・・・・・６０
小口貨物の特徴・・・・・・・・・・・・・・・６６
小口サービスの実態・・・・・・・・・・・７６
施設利用状況と整備状況・・・・・・・８３
物流課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５

参考資料目次

３．航空物流関連データ・・・・・・・・・・９０
管内の空港諸元・・・・・・・・・・・・・・９１
定期国際航空輸送ネットワーク・・９２
航空貨物の動向・・・・・・・・・・・・・・９３
航空貨物の分析・・・・・・・・・・・・・・９５

４．企業関連データ・・・・・・・・・・・・・１００
企業の進出状況・・・・・・・・・・・・１０１
支援制度の事例・・・・・・・・・・・・１０６

５．調査結果・・・・・・・・・・・・・・・・・１０８
コスト等効果分析・・・・・・・・・・・１０９
シーズ・ニーズ調査・・・・・・・・・１２４
需要予測調査・・・・・・・・・・・・・・１３８



2

１．管内の基本データ１．管内の基本データ
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管内港湾・空港の位置管内港湾・空港の位置

◎

◎

●

●

●

●

●

●
●

●

●
●
●

●●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

新潟港

伏木富山港

岩船港

寺泊港

柏崎港

姫川港

赤泊港

魚津港

内浦港 和田港

福井港

塩屋港

滝港

●福浦港

飯田港

小木港
宇出津港

穴水港

半ノ浦港

和倉港

敦賀港

金沢港

七尾港

直江津港

両津港

小木港

二見港

輪島港

鷹巣港

△

▲

▲

▲
▲

▲

▲

松本空港

富山空港

福井空港

小松飛行場

佐渡空港

能登空港

新潟空港
◎

◎

●

●

●

●

●

●
●

●

●
●
●

●●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

新潟港

伏木富山港

岩船港

寺泊港

柏崎港

姫川港

赤泊港

魚津港

内浦港 和田港

福井港

塩屋港

滝港

●福浦港

飯田港

小木港
宇出津港和倉港

敦賀港

金沢港

七尾港

直江津港

両津港

小木港

二見港

輪島港

鷹巣港

△

▲

▲

▲
▲

▲

▲

松本空港

富山空港

福井空港
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凡 例

◎：特定重要港湾
●：重要港湾
●：地方港湾
●：避難港

△：第二種(A)空港
▲：第三種空港
▲：その他飛行場

北陸地方整備局管内港湾および空港位置図

港 湾 環 境
統 合

補 助

港整備

交付金

新 潟 港 ○ ○ ○ ○

直 江 津 港 ○ ○ ○

両 津 港 ○ ○ ○

小 木 港 ○

岩 船 港 ○ ○ ○ ○

寺 泊 港 ○ ○

柏 崎 港 ○ ○ ○

姫 港 ○ ○ ○ ○

赤 泊 港 ○

二 見 港 ○ ○

伏 木 富 山 港 ○ ○ ○ ○

魚 津 港 ○ ○ ○ ○

七 尾 港 ○ ○ ○ ○

金 沢 港 ○ ○ ○ ○

飯 田 港 ○ ○

小 木 港 ○ ○ ○

宇 出 津 港 ○ ○ ○

穴 水 港 ○ ○ ○

半 ノ 浦 港 ○

和 倉 港 ○

福 浦 港

滝 港 ○

塩 屋 港 ○

輪 島 港 ○ ○ ○

敦 賀 港 ○ ○ ○ ○

福 井 港 ○ ○ ○

和 田 港 ○ ○ ○

内 浦 港 ○

鷹 巣 港 ○

合 計 2 6 18 3 20 15 22 1 15

福井県

海岸事業

新潟県

富山県

石川県

港湾整備事業特 定

重 要

港 湾

重 要

港 湾

地 方

港 湾
避 難 港

○管内港湾事業実施状況 (平成 18 年 2月現在 )
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国際フェリー航路、コンテナ航路国際フェリー航路、コンテナ航路

１） 北陸港湾の国際コンテナ航路

２） 北陸港湾のＲＯＲＯ船航路
港湾名 船　社 頻度 航　路

金沢港 イースタン・カーライナー 月１便

名古屋－－門司－金沢－長崎－ﾌﾟｴﾙﾄﾎﾞﾘﾊﾞｰ－ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ－ｻﾊﾞﾝﾅ
(南米　ｴｸｱﾄﾞﾙ共和国)・・・ﾌﾟｴﾙﾄﾎﾞﾘﾊﾞｰ
(米国のｼﾞｮｰｼﾞｱ州)・・・ｻﾊﾞﾝﾅ
(米国のﾍﾟﾝｼﾙﾍﾞﾆｱ州)・・・ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ

伏木富山港
東洋共同海運（株）
ＦＥＳＣＯ

週１便 伏木富山－ウラジオストク

港湾名 航　路 船　社 頻度 航　路

新潟港 韓国航路 興亜海運(株)　 週１便 新潟－秋田－釜山－金沢－伏木富山－(新潟）
高麗海運（株） 週１便 新潟－酒田－釜山－金沢－伏木富山－（新潟）

週１便 新潟－伏木富山－釜山－秋田－（新潟）
東京船舶（株） 週１便 新潟－苫小牧－釜山－伏木富山－（新潟）
汎洋商船(STX Pan Ocean)　 週１便 新潟－伏木富山－釜山－直江津－（新潟）
南星海運（株） 週１便 新潟－秋田－釧路-釜山－新潟
長錦商船（株） 週１便 新潟－直江津－敦賀－釜山－（新潟）

韓国・中国航路 南星海運（株） 週１便 新潟－苫小牧－八戸－函館－釜山－光陽－大連－青島－釜山－(新潟)

中国航路 神原汽船（株） 週１便 新潟－小樽－大連－青島－上海－（新潟）
週１便 新潟－小樽－寧波－上海－金沢－伏木富山－（新潟）

週１便 新潟－伏木富山－金沢－境港－上海－青島－大連－舞鶴-（新潟）

東南ｱｼﾞｱ航路 ＰＩＬ 週１便
新潟－苫小牧－八戸－仙台－釜山－光陽－基隆－高雄－香港－ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ－香
港－高雄－基隆－(新潟)

北東アジア航路 東龍海運（株） 月１便 新潟－羅津－釜山－新潟　(H13.6から休止中）
ﾅﾎﾄｶ航路 ＦＥＳＣＯ,飯野海運,ﾅﾋﾞｯｸｽ･ﾗｲﾝ 月１便 新潟－{途中寄港地不定}－ﾎﾞｽﾄｰﾁﾇｲ　(H9.2から休止中)

直江津港 韓国航路 高麗海運（株） 週１便 直江津－金沢－境港－釜山－境港－（直江津）
汎洋商船(STX Pan Ocean)　 週１便 直江津－新潟－伏木富山－釜山－（直江津）
長錦商船（株） 週１便 直江津－敦賀－釜山－新潟－（直江津）

伏木富山港 韓国航路 興亜海運(株)　 週１便 伏木富山－新潟－秋田－釜山－金沢－(伏木富山)
高麗海運（株） 週１便 伏木富山－新潟－酒田－釜山－金沢－(伏木富山)

週１便 伏木富山－釜山－秋田－新潟－(伏木富山)
汎洋商船(STX Pan Ocean)　 週１便 伏木富山－釜山－直江津－新潟－（伏木富山）
東京船舶（株） 週１便 伏木富山－新潟－苫小牧－釜山－（伏木富山）

中国航路 神原汽船（株） 週１便 伏木富山－新潟－小樽－寧波－上海－金沢－（伏木富山）
週１便 伏木富山－金沢－境港－上海－青島－大連－新潟－（伏木富山）

ﾅﾎﾄｶ航路 ＦＥＳＣＯ 月１便
伏木富山－門司－神戸－名古屋－横浜－ボストチヌイ－神戸－名古屋－横浜－
ボストチヌイ－(伏木富山)

金沢港 韓国航路 興亜海運(株)　 週１便 金沢－伏木富山－新潟－秋田－釜山－（金沢）
高麗海運（株） 週１便 金沢－伏木富山－新潟－酒田－釜山－（金沢）

週１便 金沢－境港－釜山－境港－直江津－（金沢）
中国航路 神原汽船（株） 週１便 金沢－境港－上海－青島－大連－舞鶴－新潟－伏木富山－（金沢）

週１便 金沢－伏木富山－新潟－小樽－寧波－上海－（金沢）
敦賀港 韓国航路 興亜海運(株)　 週１便 敦賀－境港－釜山－舞鶴－(敦賀)

長錦商船（株） 週１便 敦賀－釜山－新潟－直江津－（敦賀）
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国際フェリー航路、コンテナ航路国際フェリー航路、コンテナ航路

３）三大湾主要港・北陸港湾における近海・東南アジア航路の便数（便／週）

２．０２．０敦賀港

２．０３．０５．０金沢港

２．０５．０７．２伏木富山港

３．０３．０直江津港

平成19年6月7日現在

資料） 北陸地方整備局
１．０４．０７．０１２．０新潟港北陸

資料） 東京、横浜、名古屋、大阪、
神戸は「2007年版国際輸送ハン

ドブック」より、その他の港湾につ
いては、日本海事新聞(2007.1.5)
より港湾局計画課作成。

出典）数字でみる港湾 2007年版

備 考

中国・韓国

（中国航路内
数）

２．０

３９．０

４２．０

６．０

３６．０

４０．０

４２．０

中国韓国

近海・東南アジア港湾

９．０

９．０

４．０

１０．０

９．０

１０．０

７５．５神戸港

１７．０四日市港

７４．０大阪港大阪湾

６９．５

７８．５

８３．０

横浜港

名古屋港

東京港

伊勢湾

東京湾



6

新潟港

新日本海フェリーターミナル（新潟西港） コンテナターミナル（新潟東港）
国道７号 紫竹山IC から 約5km 、車で約 8分 国道７号 東港ICから 約 1km 、車で約1分

高速新潟亀田ICから 約9km 、車で約12分 高速豊栄新潟東港ICから 約 6km 、車で約8分

ＪＲ新潟駅から 約4km 、車で約 8分 ＪＲ新潟駅から 約21km 、車で約30分

新潟港へのアクセス新潟港へのアクセス
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佐渡汽船フェリーターミ
ナル

国道８号から 約２km 、車で約４分

高速上越ICから 約４km 、車で約８分

ＪＲ直江津駅から 約２km、車で約10分

東日本フェリーターミナ
ル

国道８号から 約３km 、車で約５分

高速敦賀ICから 約５km 、車で約９分

ＪＲ直江津駅から 約３km 、車で約12分

佐渡汽船フェ
リーターミナル

東日本フェリー
ターミナル

直江津港へのアクセス直江津港へのアクセス
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伏木港（伏木地区）
高速高岡北ICから約９ｋｍ
国道８号から約６ｋｍ

富山新港（新湊地区）
高速小杉ICから約９ｋｍ
国道８号から約３ｋｍ

富山港（富山地区）
高速富山西ICから約１６ｋｍ
国道８号から約３ｋｍ

伏木富山港へのアクセス伏木富山港へのアクセス
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金沢港へのアクセス金沢港へのアクセス
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敦 賀 港

フェリーターミナル
国道８号から 約1km 、車で約2分

高速敦賀ICから 約5km 、車で約6分

ＪＲ敦賀駅から 約5km 、車で約10分

コンテナターミナル
国道８号から 約2km 、車で約3分

高速敦賀ICから 約4km 、車で約7分

フェリーターミナル

コンテナ
ターミナル

敦賀港へのアクセス敦賀港へのアクセス
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国内輸送ネットワーク国内輸送ネットワーク
時間短縮効果（東海北陸自動車道経由）

248分258分285分344分富山←→名古屋

241分251分275分336分金沢←→名古屋

開通後06年01年96年

酒田みなと
鶴岡

山形

福島

村田

米沢北

常磐富岡

いわき

郡山

中条新潟中央

長岡
上越

長野

佐久

高崎

藤岡

三郷

川口

練馬

長坂

松本

飯田

岡谷

輪島

七尾

砺波

白川

飛騨清見
白鳥

一宮

岐阜

米原

敦賀
小浜西

高岡
湯殿山

月山

相馬

供用区間

計画区間

高規格幹
線道路網

：北陸の港湾

：北陸の空港

京浜港

2008年3月開通予定

2014年度開通予定

高崎
伊勢崎

藤岡

岩舟

伊勢湾港

美濃

豊田東

双葉 栃木

能登空港～三井事業中

七尾～氷見事業中 中条～朝日事業中

空港 最寄り高速道路ＩＣ 距離 時間 備考

新潟空港 北陸自動車道新潟空港IC 5km 10分 新潟空港ＨＰ

富山空港 北陸自動車道富山IC 4km 5分 富山空港HP

小松空港 北陸自動車道小松IC 2km 5分 小松空港HP

松本空港 長野自動車道塩尻北IC 4km 10分 松本空港HP

備考

東港区 新新バイパス「東港ＩＣ」 約１㎞ 約１０分

西港区 新潟バイパス「紫竹山ＩＣ」 約５㎞ 約１０分

北陸自動車道「上越ＩＣ」 約４㎞ 約１０分

富山地区 北陸自動車道「富山西ＩＣ」 約１６㎞ 約３０分

新湊地区 北陸自動車道「小杉ＩＣ」 約９㎞ 約２０分

伏木地区 能越自動車道「高岡北ＩＣ」 約９㎞ 約２０分

北陸自動車道「金沢東ＩＣ」 約５㎞ 約１０分

北陸自動車道「金沢西ＩＣ」 約３㎞ 約５分

北陸自動車道「敦賀ＩＣ」 約３㎞ 約５分

金沢港

敦賀港

最寄ＩＣと港湾までの距離・所要時間

各港Ｈ
Ｐ及び
パンフ
レットに
よる

港湾

新潟港

直江津港

伏木富山港

平成１９年８月現在
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管内の人口の推移管内の人口の推移

資料）総務省統計局「人口推計年報」より作成

管内の人口の推移

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

昭和55年昭和60年 平成2年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年平成11年 平成12年平成13年平成14年 平成15年平成16年平成17年

<単位：千人>

北陸管内の人口は、700万人前後で推移している。
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管内の土地利用状況管内の土地利用状況

資料：「第五十六回 日本統計年鑑」平成19年 総務省統計局

北陸管内の多くが山地及び丘陵地で占められている。

土地利用
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北陸地域の県内総生産の推移北陸地域の県内総生産の推移

北陸地域の県内総生産（県内名目GDP）は、1996年をピークにやや減少傾向である。
GDPが最も大きいのが新潟県で、次いで長野県、富山県、石川県と続き、最も小さいのが

福井県である。
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資料）「国民経済計算」内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部
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北陸地域の経済活動別県内総生産北陸地域の経済活動別県内総生産

北陸地域の県内総生産は、製造業が最も多く、次いでサービス業や卸売・小売業、不動産
業などが多い。

資料：「県民経済計算年報」平成14年度 内閣府ホームページ

経済活動別県内総生産

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新　潟

富　山

石　川

福　井

長　野

農林水産業 鉱業 製造業 建設業 電気・ガス・水道業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 サービス業



16

北陸地域の一人当たりの県民所得の推移北陸地域の一人当たりの県民所得の推移

北陸地域の一人当たりGDPは、近年減少傾向にある。県別には、富山県の一人当たり
GDPが最も高く2,958円である。

資料：「県民経済計算年報」平成14年度 内閣府ホームページ

北陸5県平均の推移と県別推移
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北陸地域の製造品出荷額の推移北陸地域の製造品出荷額の推移

北陸地域の製造品出荷額は、バラツキがあるものの平成10年（1998年）からやや減少傾

向にある。

資料）「工業統計表」経済産業省
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北陸地域の輸出入貨物の貿易総額の推移北陸地域の輸出入貨物の貿易総額の推移

北陸地域における輸出入貨物の貿易額は、1.4倍に拡大している。港湾では、新潟港と伏

木富山港が、空港では小松空港が急速に拡大している。
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北陸地域と中京各県の企業の海外進出状況北陸地域と中京各県の企業の海外進出状況

北陸地域と中京各県の企業の海外進出先は、アジアが最も多く、次いで北米、欧州である。
北陸地域の全ての県は、7割以上がアジアに進出しており、生産工程においてはアジアと

の繋がりが密になっていることがうかがえる。

資料）「海外進出企業総覧2006」、東洋経済
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北陸地域と中京各県のアジア地域への進出企業数北陸地域と中京各県のアジア地域への進出企業数

アジア地域への進出企業数では、愛知県が圧倒的に多い。次いで、長野県、岐阜県、三重
県と続く。アジアの進出国では、中国が最も多く、次いでタイ、台湾である。

資料）「海外進出企業総覧2006」、東洋経済
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北陸地域と中京各県のアジア地域への品目別進出企業比率北陸地域と中京各県のアジア地域への品目別進出企業比率

品目別に見ると、愛知県や新潟県では「自動車・部品」が最も多いのに対して、三重県や長
野県では「電気機器」が最も多く進出している。また、福井県や富山県では「化学」、石川県
では「ゴム・皮革」でありなど各県で特徴が分かれている。

資料）「海外進出企業総覧2006」、東洋経済
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北陸地域の企業立地の動向北陸地域の企業立地の動向

我が国の工場立地件数は、平成14年上期を底に急速に増加している（3年間で約1.8倍）。
特に、増加件数が著しいのが愛知県で平成14年からの3年間で約3倍になっている。

一方、北陸地域については、立地件数自体は増えているものの、その伸びは低調である。
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資料）「工場立地動向調査」、経済産業省
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北陸地域の工業地の平均価格北陸地域の工業地の平均価格

北陸地域の工業地の平均価格は、福井県が最も安く15,500円で、次いで富山県が18,200
円、新潟県が19,100円と20,000円を割っている。これに比べて愛知県の工業地の平均価
格は、52,400円（富山県と比べて約3倍）と高値で推移している。

資料）「都道府県地価調査」、国土交通省
注）上記調査において、福井県の平成11年～平成17年は不明のため未掲載。
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北陸地域と全国の企業立地件数の推移北陸地域と全国の企業立地件数の推移

北陸地域は企業立地が進んでいるが、全国的なランキングは低下している。

資料）「工場立地動向調査」、経済産業省
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平成12年 平成17年
都道府県名 立地件数 都道府県名 立地件数

1 北 海 道 66 1 群 馬 95
2 宮 城 60 2 愛 知 87
3 新 潟 56 3 静 岡 85
4 静 岡 54 4 兵 庫 80
5 福 岡 54 5 埼 玉 67
6 茨 城 52 6 福 岡 58
7 群 馬 52 7 北 海 道 57
8 長 野 47 8 新 潟 52
9 兵 庫 44 9 宮 城 51
10 三 重 36 10 栃 木 49

17 富 山 24

21 石 川 22 21 富 山 32
21 石 川 32

27 長 野 28

31 福 井 23

33 福 井 14

（単位；件）

・
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・

・
・
・
・
・

・
・
・
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北陸地域の臨海部における工場立地の動向北陸地域の臨海部における工場立地の動向

北陸地域の臨海部における工場立地の動向は、平成9年と平成17年に最も多く12件が立
地している。立地件数が少ないのは、平成6年、平成10年、平成13年である。

資料）「工場立地動向調査」、経済産業省
注）臨海部には、準臨海部も含む。なお、臨海部とは、岸壁（物揚場を含む。）に接する用地又はこれと一体となっている用地のこと。
準臨海部とは、海岸に接する用地（臨海部に該当する用地を除く。）又はこれと一体となっている用地のこと。
注）立地には、新設だけでなく増設も含む。
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２．海上物流関連データ２．海上物流関連データ
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輸入コンテナ

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H05 H10 H15

長野県

福井県

石川県

富山県

新潟県

輸出コンテナ

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H05 H10 H15

コ
ン

テ
ナ

貨
物

量
（
ト

ン
/
月

）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

北陸5県の輸出・輸入コンテナ貨物の推移北陸5県の輸出・輸入コンテナ貨物の推移

平成5年から平成15年までの10年間に北陸5県のする輸出・輸入コンテナ貨物量の

推移をみると、輸出コンテナは1.1倍に過ぎないが輸入コンテナ貨物は約２.６倍と大幅

に増加している。
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新潟港
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金沢港

敦賀港

北陸港湾のコンテナ貨物量の推移
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資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

北陸5港湾の輸出入コンテナ貨物の推移北陸5港湾の輸出入コンテナ貨物の推移

北陸港湾の輸出・輸入のコンテナ貨物の推移をみると、過去10年で輸出4.3倍、輸入

7.7倍で、北陸港湾を利用する輸出入コンテナ貨物量が大きく増加している。
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地元港湾利用の課題地元港湾利用の課題

北陸地域の地元港湾利用率は上昇しているものの、依然として輸出
で3/4、輸入で1/2の貨物が、３大港湾に依存している。
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他地域の港湾へ流出する主な理由
▼定時性、安定性の確保に不安がある
▼基幹（北米、欧州）航路がない
▼航路の便数少ない
▼輸送時間（ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ）が長くかかる
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アジア地域における内訳相手国の推移

○アジア地域への貨物が多く、全体の60%以上を占めており、増加傾向にある。

○その他主な相手国は欧州・北米であるが、貨物量は横ばいもしくは減少傾向に
ある。

○アジア地域では中国への貨物が最も多く、急速に増加してきている。

○アジア地域への貨物が多く、全体の60%以上を占めており、増加傾向にある。

○その他主な相手国は欧州・北米であるが、貨物量は横ばいもしくは減少傾向に
ある。

○アジア地域では中国への貨物が最も多く、急速に増加してきている。
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アジア地域における内訳相手国の推移
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○アジア地域から輸出が多く、平成15年では全体の約80%を占めている。

○その他主な相手国は欧州・北米であるが、貨物量は横ばいもしくは減少傾向に
ある。

○アジア地域では中国から貨物が圧倒的に多く、急速に増加してきている。

○アジア地域から輸出が多く、平成15年では全体の約80%を占めている。

○その他主な相手国は欧州・北米であるが、貨物量は横ばいもしくは減少傾向に
ある。

○アジア地域では中国から貨物が圧倒的に多く、急速に増加してきている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○京浜港・阪神港の利用が多く、平成15年で全体の約60%を占めている。
○管内港の利用率は増加傾向にあり、平成5年～15年までの10年間で約6倍に
増加し、平成15年では約25%を占めるまでになっている。

○管内全ての港湾で取扱量が増加している。

○京浜港・阪神港の利用が多く、平成15年で全体の約60%を占めている。
○管内港の利用率は増加傾向にあり、平成5年～15年までの10年間で約6倍に
増加し、平成15年では約25%を占めるまでになっている。

○管内全ての港湾で取扱量が増加している。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○平成5年時には全体の約80%を管内以外の港が取り扱っていたが、その割合は
減少し、平成15年では管内港の利用率が50%以上となっている。

○管内以外の港のうち、伊勢湾港は同程度の利用率を保持しているが、京浜港・
阪神港は利用率が低下し、それに代わる形で管内港の利用率が増加している。

○管内港のうち、新潟港の取扱量増加が特に顕著である。

○平成5年時には全体の約80%を管内以外の港が取り扱っていたが、その割合は
減少し、平成15年では管内港の利用率が50%以上となっている。

○管内以外の港のうち、伊勢湾港は同程度の利用率を保持しているが、京浜港・
阪神港は利用率が低下し、それに代わる形で管内港の利用率が増加している。

○管内港のうち、新潟港の取扱量増加が特に顕著である。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況
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○京浜港の利用が最も多く、全体の50%以上を占めている。

ただし、利用量は増加しているものの、利用率については減少傾向にある。
○管内以外の港の利用率減少に対し、管内港の利用率は増加しているおり、平成

15年では全体の40%以上を占めるまでになった。
○管内港のうち、新潟港の利用が最も多い。また、県内2つの港（新潟港・直江

津港）でほとんどの貨物を取り扱っている。

○京浜港の利用が最も多く、全体の50%以上を占めている。

ただし、利用量は増加しているものの、利用率については減少傾向にある。
○管内以外の港の利用率減少に対し、管内港の利用率は増加しているおり、平成

15年では全体の40%以上を占めるまでになった。
○管内港のうち、新潟港の利用が最も多い。また、県内2つの港（新潟港・直江

津港）でほとんどの貨物を取り扱っている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況
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○管内港および京浜港でほとんどの貨物を取り扱っている。
○管内港の取り扱い比率が増加し、平成15年では全体の約75%を占めている。

○管内港のうち、新潟港においてほとんどの貨物を取り扱っている。

○管内港および京浜港でほとんどの貨物を取り扱っている。
○管内港の取り扱い比率が増加し、平成15年では全体の約75%を占めている。

○管内港のうち、新潟港においてほとんどの貨物を取り扱っている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○平成5年時は阪神港の利用率が最も高かったが、京浜港・伊勢湾港とともに低

下してきている。
○代わりに管内港の利用率が増加してきており、平成15年では50%弱の貨物を取

り扱っている。
○管内港のうち、伏木富山港においてほとんどの貨物を取り扱っている。

○平成5年時は阪神港の利用率が最も高かったが、京浜港・伊勢湾港とともに低

下してきている。
○代わりに管内港の利用率が増加してきており、平成15年では50%弱の貨物を取

り扱っている。
○管内港のうち、伏木富山港においてほとんどの貨物を取り扱っている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○平成5年時は管内以外の港湾の利用率が50%以上を占めていたが、平成10年か
らは管内港の利用が50%以上を占めている。

○管内港のうち、伏木富山港においてほとんどの貨物を取り扱っている。

○平成5年時は管内以外の港湾の利用率が50%以上を占めていたが、平成10年か
らは管内港の利用が50%以上を占めている。

○管内港のうち、伏木富山港においてほとんどの貨物を取り扱っている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○阪神港の利用率が最も高く70～80%を占めているが、徐々に減少傾向にある。
○管内港湾の利用率は平成15年においても20%程度にとどまっているが、増加傾

向にある。
○管内港のうち、金沢港においてほとんどの貨物を取り扱っている。

○阪神港の利用率が最も高く70～80%を占めているが、徐々に減少傾向にある。
○管内港湾の利用率は平成15年においても20%程度にとどまっているが、増加傾

向にある。
○管内港のうち、金沢港においてほとんどの貨物を取り扱っている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○平成5年時には阪神港の利用率が最も高かったが、平成10年からは管内港の利
用が50%以上を占めている。

○管内港のうち、金沢港においてほとんどの貨物を取り扱っている。

○平成5年時には阪神港の利用率が最も高かったが、平成10年からは管内港の利
用が50%以上を占めている。

○管内港のうち、金沢港においてほとんどの貨物を取り扱っている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○阪神港の利用率が最も高く70～80%を占めている。
○管内港湾の利用率は弱い増加傾向にあるが、平成15年においても10%以下にと

どまっている。
○管内港利用の内訳は、平成10年までは金沢港と敦賀港でシェアをほぼ2分して
いたが、平成15年においては90%以上が敦賀港となっている。

○阪神港の利用率が最も高く70～80%を占めている。
○管内港湾の利用率は弱い増加傾向にあるが、平成15年においても10%以下にと

どまっている。
○管内港利用の内訳は、平成10年までは金沢港と敦賀港でシェアをほぼ2分して
いたが、平成15年においては90%以上が敦賀港となっている。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○阪神港・伊勢湾港の利用率が高く合わせて70～80%を占めている。
○管内港湾の利用率は増加傾向にあり、平成15年においては20%を超えている。

○管内港のうち、ほとんどの貨物が敦賀港を利用している。

○阪神港・伊勢湾港の利用率が高く合わせて70～80%を占めている。
○管内港湾の利用率は増加傾向にあり、平成15年においては20%を超えている。

○管内港のうち、ほとんどの貨物が敦賀港を利用している。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○京浜港の利用率が最も高く平成15年においても70%近くを占めているが、貨物

量・シェアともに減少傾向にある。
○管内港湾の利用率は非常に低い。
○管内港では、新潟港・直江津港・伏木富山港において利用実績がある。

○京浜港の利用率が最も高く平成15年においても70%近くを占めているが、貨物

量・シェアともに減少傾向にある。
○管内港湾の利用率は非常に低い。
○管内港では、新潟港・直江津港・伏木富山港において利用実績がある。
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管内港湾利用の内訳港湾利用状況

○京浜港・伊勢湾港の利用率が高く平成15年においても80%以上を占めているが、

利用率は減少傾向にある。
○管内港湾の利用率は低迷しているが、増加傾向にはある。
○管内港では、直江津港の利用が最も多い。

○京浜港・伊勢湾港の利用率が高く平成15年においても80%以上を占めているが、

利用率は減少傾向にある。
○管内港湾の利用率は低迷しているが、増加傾向にはある。
○管内港では、直江津港の利用が最も多い。
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172

239

2,712

1,049

184

808

350

243

4,272

12,705

19,011

9

0 10,000 20,000 30,000 40,000

トン/月

北九州

下関

神戸

大阪

四日市

名古屋

清水

伏木富山

直江津

新潟

横浜

東京

秋田

新潟県（輸入）

2

16

9

117

2,033

649

47

799

29

1,603

6,773

20,450

456

22,879

12,459

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

博多

北九州

下関

福山

神戸

大阪

三河

名古屋

清水

伏木富山

直江津

新潟

川崎

横浜

東京

新潟県（輸出）

新潟県輸出入コンテナ貨物の利用港湾新潟県輸出入コンテナ貨物の利用港湾

新潟県輸出コンテナ貨物の利用港湾は、新潟港30％、直江津港10％である。京浜港利用
は52％と半数以上を占める。一方、輸入コンテナ貨物の利用港湾は、新潟港72％、直江
津港3％で、県内港湾が 4分の3を占める。

（10％）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

（30％）

（33％）
（18％）

109,774

100 ,0 0 0 1 2 0 ,0 0 0

（8％）

（3％）

（72％）
（13％）
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1,547

525

470

8,296

8,040

2,280

2,158

1,000

1,735

2,264

4,025

631

9,028

7,387

12,541

6,394

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州

7.5

9.4

70.8

18.4

4.7

10.8

5.7

17.3

0.53.7

11.8

6.3

12.1

0.1

13.2

3.3

0.7

0.1

0.0

0.8

2.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸入

輸出

韓国
中国
台湾
香港
東南アジア
その他アジア
欧州
北米
南米
アフリカ
大洋州

811

0

210

9,502

5,587

829

822

504

1,821

158

4,427

900

129

7,172

11,361

0 10,000 20,000 30,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州

107,295

100,000 120,000

新潟県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）新潟県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）

○輸出では中国、香港、台湾、韓国で約5割を占める。輸入では中国が7割を占めている。

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

輸出 輸入

輸入の9割がアジア

輸出の7割がアジア
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20

17

11

52

1,759

4,584

560

8,768

83

219

21,692

2

336

306

131

0 10 ,000 20 ,000 30 ,000 40 ,000 50 ,000

トン /月

那 覇

北 九 州

下 関

広 島

神 戸

大 阪

四 日 市

名 古 屋

敦 賀

金 沢

伏 木 富 山

新 潟

横 浜

東 京

酒 田

富 山 県 （輸 入 ）

2

60

44

6,575

3,532

44

8,751

4

515

19,136

50

60

2,472

1,209

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

北九州

下関

福山

神戸

大阪

四日市

名古屋

清水

金沢

伏木富山

新潟

川崎

横浜

東京

富山県（輸出）

富山県輸出入コンテナ貨物の利用港湾富山県輸出入コンテナ貨物の利用港湾

富山県輸出コンテナ貨物の利用港湾は、伏木富山港45％、県内港湾で半分近くを占め
る。そのほか、阪神港24％、伊勢湾港21％となっている。一方、輸入コンテナ貨物の利用
港湾は、伏木富山港56％で、県内港湾で半分以上を占める。

（21％）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

（45％）

（8％）

（15％）

（56％）

（23％）

（12％）
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1,449

649

460

3,618

4,125
1,573

983

745

1,867

1,375

2,126

628

3,059

2,576

9,315

7,906

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州 270

221

114

4,760

6,491

537

1,916

199

2,099

425

1,598

492

95

1,400

15,604

2,319

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州

富山県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）富山県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）

○輸出では中国、韓国などアジアが約7割強を占める。輸入では中国が4割、アジアで7割

を占めている。

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

輸出 輸入

6.0

18.6

40.5

21.9

3.6

6.1

17.5

18.2

1.4 16.8

9.7

12.4

8.5

0.2

7.2

3.7

1.1

0.3

0.6

1.5

3.4

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸入

輸出

韓国
中国
台湾
香港
東南アジア
その他アジア
欧州
北米
南米
アフリカ
大洋州

輸出の7割強がアジア

輸入の7割がアジア
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148

2

3,225

7,606

2,802

266

21,724

1,799

148

140

560

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

北九州

下関

神戸

大阪

名古屋

敦賀

金沢

伏木富山

新潟

横浜

東京

石川県（輸入）

5

2

16

24,923

3,960

3,248

9,659

129

773

233

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

博多

下関

福山

神戸

大阪

名古屋

金沢

伏木富山

横浜

東京

石川県（輸出）

石川県輸出入コンテナ貨物の利用港湾石川県輸出入コンテナ貨物の利用港湾

石川県輸出コンテナ貨物の利用港湾は、金沢港22％である。神戸港をメインとする 阪
神港が67％と8割近くを占める。一方、輸入コンテナ貨物の利用港湾は、金沢港57％で、
県内港湾で6割近くを占める。

（58％）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

（22％）

（8％）

（9％）

（57％）

（20％）
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140

166

86

3,539

6,643
3,067

645

300

912

332

1,517

438

1,533

1,363

19,260

3,007

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州 140

24

36

1,937

1,220

120

4,822

447

2,332

100

2,615

545

0

2,647

16,506

4,929

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州

12.8

7.0

43.0

44.8

6.9 28.3

9.6

3.2

15.5

5.0

8.2

3.2

0.0

3.6

0.3

7.1

0.2

0.1

0.1

0.4

0.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸入

輸出

韓国
中国
台湾
香港
東南アジア
その他アジア
欧州
北米
南米
アフリカ
大洋州

石川県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）石川県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

○輸出では中国、韓国などアジアが約7割強を占める。輸入では中国が4割、アジアで7割

を占めている。

輸出の7割強がアジア

輸入の9割がアジア

輸出 輸入
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8
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12

6,903

6,874

607

8

8,833

6,894

382

195

390

319

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

北九州

下関

福山

神戸

大阪

舞鶴

四日市

名古屋

敦賀

金沢

伏木富山

横浜

東京

福井県（輸入）

8

13

124

297

13,307

843

8,803

10

6,375

2,193

145

16

789

484

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

博多

北九州

下関

福山

神戸

堺泉北

大阪

四日市

名古屋

敦賀

金沢

伏木富山

横浜

東京

福井県（輸出）

福井県輸出入コンテナ貨物の利用港湾福井県輸出入コンテナ貨物の利用港湾

福井県輸出コンテナ貨物の利用港湾は、敦賀港7％である。阪神港が66％、伊勢湾港が
19％となっている。輸入コンテナ貨物の利用港湾は、敦賀港22％で県内港湾は2割程度
である。阪神港44％、伊勢湾港28％となっている。

（40％）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

（7％）

（19％）

（26％）

（22％）

（28％）

（22％）

（22％）
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640

156

800

4,075

3,265

278

805

29

254

187

1,647

184

36

816

15,459

2,852

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州687

52

64

2,889

1,944

3,376

432

326

982

992

1,831

371

3,626

3,339

8,420

4,076

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州

9.1

12.2

49.1

25.2

2.6 9.9

14.8

10.4

5.8

12.9

8.610.0

0.1

10.9

0.9

10.1

0.2

2.5

0.5

0.2

2.1

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸入

輸出

韓国
中国
台湾
香港
東南アジア
その他アジア
欧州
北米
南米
アフリカ
大洋州

福井県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）福井県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）

○輸出では中国、韓国などアジアが約8割強を占める。輸入では中国が5割、アジアで7割

を占めている。

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

輸出の8割強がアジア

輸入の7割がアジア

輸出 輸入
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1

12

350

666

97

27,032

4,360

25

540

2,497

1,616

14,045

21,362

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

北九州

下関

神戸

大阪

四日市

名古屋

清水

金沢

伏木富山

直江津

新潟

横浜

東京

長野県（輸入）

3

42

35

712

412

10,906

4,826

2

70

80

117

12,829

22,597

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

トン/月

博多

北九州

下関

神戸

大阪

名古屋

清水

金沢

伏木富山

直江津

新潟

横浜

東京

長野県（輸出）

長野県輸出入コンテナ貨物の利用港湾長野県輸出入コンテナ貨物の利用港湾

長野県輸出コンテナ貨物の利用港湾は、京浜港が67％で3分の２を占め、伊勢湾港が
21％となっている。北陸港湾の利用は全体の1％である。輸入コンテナ貨物の利用港湾は、
京浜港が48％、伊勢湾港が37％となっている。

（21％）

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

（0.1％）

（43％）
（24％）

（9％）

（29％）

（19％）

（37％）

（3％）

（6％）
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2,453

1,103

1,059

10,620

7,165

144

2,590

2,018

1,688

124

3,801

599

83

2,346

34,686

2,124

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/月）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州
1,107

240

232

15,318

12,653

576

526

1,188

976

806

1,880

103

4,640

3,816

7,508
1,062

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

貨物量（トン/年）

韓国

中国

台湾

香港

ベトナム

タイ

シンガポール

マレーシア

フィリピン

インドネシア

その他アジア

欧州

北米

南米

アフリカ

大洋州

2.9

2.0

47.8

14.3

3.2 14.9

10.4

9.9

24.0

14.6

29.17.3

0.1

8.8

0.2

1.1

0.4

1.5

1.5

0.5

2.1

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸入

輸出

韓国
中国
台湾
香港
東南アジア
その他アジア
欧州
北米
南米
アフリカ
大洋州

長野県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）長野県の貿易相手国（輸出入コンテナ貨物）

○輸出ではアジアが約4割で、欧州、北米が5割を超えている。輸入では中国が5割、アジ
アで7割を占めている。

資料：平成15年 全国輸出入コンテナ貨物流動調査

輸入の7割がアジア

輸出の4割強が

アジア

輸出 輸入
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茨城県茨城県

栃木県栃木県

埼玉県埼玉県

東京都東京都

神奈川県神奈川県 千葉県千葉県

静岡県静岡県愛知県愛知県

長野県長野県

新潟県新潟県

富山県富山県
石川県石川県

福井県福井県

大阪府大阪府

兵庫県兵庫県

三重県三重県

和歌山県和歌山県

岐阜県岐阜県

総計
その他
4.4%大阪府・

兵庫県
22.6%

愛知県・
三重県
8.3%

東京都・
神奈川県
21.4%

管内県
43.3%

○北陸管内の輸出貨物のうち、60%弱が

管内以外の都道府県でバンニングされ
ている。

○管内以外の都道府県では、京浜港およ
び阪神港の近くでバンニングされる割
合が高くなっている。

○北陸管内の輸出貨物のうち、60%弱が

管内以外の都道府県でバンニングされ
ている。

○管内以外の都道府県では、京浜港およ
び阪神港の近くでバンニングされる割
合が高くなっている。

トン/月

北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・管内県計）北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・管内県計）
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○新潟県の輸出貨物は、約50%が新潟県

で残りが他都道府県でバンニングされ
ている。

○他都道府県では、京浜港の近くでバン
ニングされている割合が高い。

○新潟県の輸出貨物は、約50%が新潟県

で残りが他都道府県でバンニングされ
ている。

○他都道府県では、京浜港の近くでバン
ニングされている割合が高い。

茨城県茨城県

栃木県栃木県

埼玉県埼玉県
東京都東京都

神奈川県神奈川県
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0.9%

大阪府・
兵庫県
3.9%

愛知県・
三重県
1.2%

東京都・
神奈川県
40.1%

管内県
53.9%

トン/月

北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・新潟県）北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・新潟県）
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○富山県の輸出貨物は、約65%が富山県

でバンニングされている。
○他都道府県では、阪神港の近くでバン
ニングされている割合が高い。

○富山県の輸出貨物は、約65%が富山県

でバンニングされている。
○他都道府県では、阪神港の近くでバン
ニングされている割合が高い。

東京都東京都

神奈川県神奈川県
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富山県富山県

大阪府大阪府

兵庫県兵庫県

三重県三重県

石川県石川県

富山県
その他
0.3%大阪府・

兵庫県
17.1%

愛知県・
三重県
10.5%

東京都・
神奈川県
7.8%

管内県
64.4%

トン/月

北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・富山県）北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・富山県）
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○石川県の輸出貨物は、約75%が石川県

以外の都道府県バンニングされている。
○特に、阪神港の近くでバンニングされ
ている割合が高く、全体の約65%を占

めている。

○石川県の輸出貨物は、約75%が石川県

以外の都道府県バンニングされている。
○特に、阪神港の近くでバンニングされ
ている割合が高く、全体の約65%を占

めている。
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その他
0.3%

大阪府・
兵庫県
64.5%

愛知県・
三重県
6.7%

東京都・
神奈川県
2.3%

管内県
26.3%

トン/月

北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・石川県）北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・石川県）
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東京都東京都

神奈川県神奈川県

静岡県静岡県愛知県愛知県

富山県富山県
石川県石川県

福井県福井県

大阪府大阪府

兵庫県兵庫県

三重県三重県

和歌山県和歌山県

福井県その他
1.4%

大阪府・
兵庫県
46.3%

愛知県・
三重県
13.8%

東京都・
神奈川県
3.8%

管内県
34.8%

○福井県の輸出貨物は、60%以上が福井

県以外の都道府県でバンニングされて
いる。

○特に、阪神港の近くでバンニングされ
ている割合が高く、全体の45%以上を

占めている。

○福井県の輸出貨物は、60%以上が福井

県以外の都道府県でバンニングされて
いる。

○特に、阪神港の近くでバンニングされ
ている割合が高く、全体の45%以上を

占めている。

トン/月

北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・福井県）北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・福井県）
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○長野県の輸出貨物は、長野県で約30%、
京浜港の近くで約30%がバンニングさ

れ、残りをその他の府県がシェアして
いる。

○長野県の輸出貨物は、長野県で約30%、
京浜港の近くで約30%がバンニングさ

れ、残りをその他の府県がシェアして
いる。
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神奈川県神奈川県

静岡県静岡県愛知県愛知県

長野県長野県

新潟県新潟県

富山県富山県
石川県石川県

大阪府大阪府

兵庫県兵庫県

長野県

その他
17.7%

大阪府・
兵庫県
2.1%

愛知県・
三重県
13.5%

東京都・
神奈川県
34.7%

管内県
32.0%

トン/月

北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・長野県）北陸地域貨物のコンテナ積み（卸し）場所 （H15輸出・長野県）
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出荷額当りの輸出コンテナ量の比較出荷額当りの輸出コンテナ量の比較

北陸各県港湾の「実入輸出コンテナ量」を各県の「製造品出荷額等」で除した値をみると、
製造品出荷額等（H17） 1億円当りの輸出コンテナ量は0.23～0.52TEU/億円で、全国平均
の1.76TEU/億円を下回っている。

資料） コンテナ量数(TEU） ： 港湾統計年報（Ｈ16)
製造品出荷額等 ： 工業統計調査（H15,17）
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人口当りの輸出コンテナ量の比較人口当りの輸出コンテナ量の比較

北陸各県港湾の「実入輸出コンテナ量」を各県の「人口」で除した値をみると、人口100人
当りの輸出コンテナ量は、0.49～1.41TEU/100人で全国平均の4.11TEU/100人を下回って
いる。

資料） コンテナ量(TEU） ： 港湾統計年報（Ｈ16)
人口 ： 国勢調査(H17)
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人口当りの輸入コンテナ量の比較人口当りの輸入コンテナ量の比較

北陸各県港湾の「実入輸入コンテナ量」を各県の「人口」で除した値をみると、人口100人
当りの輸入コンテナ量は、0.95～3.37TEU/100人で全国平均の5.44TEU/100人を下回って
いる。

資料） コンテナ量数(TEU） ： 港湾統計年報（Ｈ16)
人口 ： 国勢調査(H17)
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人口・出荷額当りのコンテナ貨物量の比較人口・出荷額当りのコンテナ貨物量の比較

北陸各県における「製造品出荷額当たりのコンテナ貨物量」及び「人口当たりのコンテナ
貨物量」は、共に長野県が低く、新潟県が高い値を示している。しかし、北陸5県の値はい

ずれも全国平均値を下回っている。

資料：コンテナ貨物量 全国輸出入コンテナ貨物流動調査（Ｈ15)
人口 ：国勢調査(H17)
製造品出荷額等 工業統計調査（H15,17）
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北陸及び関連港湾のコンテナ貨物のトン当たり金額（輸出）北陸及び関連港湾のコンテナ貨物のトン当たり金額（輸出）

輸出コンテナ貨物1トン当たりの申告金額は、東京港、名古屋港、神戸港が283～365千円
/トン（平成15年値）であるのに対し、北陸港湾は 108～259千円/トンで全体的に低い金額

になっている。

資料：全国輸出入コンテナ貨物流動調査
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343

169

233
220

365

283

228

130

259

108

0

100

200

300

400

500

東京港 名古屋港 神戸港 新潟港 直江津港 伏木富山港 金沢港 敦賀港 舞鶴港 博多港

１
ト

ン
当

た
り

の
申

告
価

格
（
千

円
/
ト

ン
）

Ｈ5

Ｈ10

Ｈ15

北陸港湾



65

北陸及び関連港湾のコンテナ貨物のトン当たり金額（輸入）北陸及び関連港湾のコンテナ貨物のトン当たり金額（輸入）

輸入コンテナ貨物1トン当たりの申告金額は、東京港、名古屋港、神戸港が119～183千円
/トン（平成15年値）であるのに対し、北陸港湾は 78～170千円/トンで全体的に低い金額で

はあるものの、伏木富山港及び直江津港の金額は名古屋港を上回っている。

資料：全国輸出入コンテナ貨物流動調査

貨物1トン当たり申告価格（輸入）
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ロット件数の経時変化（新潟県）ロット件数の経時変化（新潟県）
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新潟県で発生するコンテナ貨物の件数の約４割が、５トン以下の小口貨物である。
そのうち約７割が、京浜湾港から輸出されている。（平成１５年）
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ロット別貨物量の経時変化（新潟県）ロット別貨物量の経時変化（新潟県）
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新潟県で発生するコンテナ貨物量のうち、５トン以下の小口貨物は全体の約３％、１０
トン以下で約６％。貨物の中心は５１～１００トンである。 （平成１５年）
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ロット件数の経時変化（富山県）ロット件数の経時変化（富山県）
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富山県で発生するコンテナ貨物の件数の約５割弱が、５トン以下の小口貨物である。その
うち約９割が、大阪湾港、京浜港等の大平洋側港湾から輸出されている。 （平成１５年）
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富山県
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ロット別貨物量の経時変化（富山県）ロット別貨物量の経時変化（富山県）

富山県で発生するコンテナ貨物量のうち、５トン以下の小口貨物は全体の約４％、１０
トン以下で約８％。貨物の中心は５１～１００トンである。 （平成１５年）
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ロット件数の経時変化（石川県）ロット件数の経時変化（石川県）
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石川県で発生するコンテナ貨物の件数の約５割強が、５トン以下の小口貨物である。
そのうち約９割が、大阪湾港から輸出されている。 （平成１５年）
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ロット別貨物量の経時変化（石川県）ロット別貨物量の経時変化（石川県）
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石川県で発生するコンテナ貨物量のうち、５トン以下の小口貨物は全体の約４％、１０
トン以下で約７％。むしろ、貨物は重量物化の傾向にある。 （平成１５年）
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ロット件数の経時変化（福井県）ロット件数の経時変化（福井県）
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その他北陸

敦賀港

福井県で発生するコンテナ貨物の件数の約６割が、５トン以下の小口貨物である。
そのうち約９割以上が、大阪湾港から輸出されている。 （平成１５年）
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ロット別貨物量の経時変化（福井県）ロット別貨物量の経時変化（福井県）
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京浜港

伊勢湾港

大阪湾港

その他

その他北陸

敦賀港

福井県で発生するコンテナ貨物量のうち、５トン以下の小口貨物は全体の約９％、
１０トン以下で約１７％。貨物の中心は３１～１００トンであるが、貨物は比較的軽量物
に偏っている。 （平成１５年）
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ロット件数の経時変化（長野県）ロット件数の経時変化（長野県）
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（
１

ヶ
月

）

京浜港

伊勢湾港

大阪湾港

その他

その他北陸

直江津港

新潟港

長野県で発生するコンテナ貨物の件数の約７割弱が、５トン以下の小口貨物である。
そのうちのほとんどが、京浜港、伊勢湾港から輸出されている。 （平成１５年）
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ロット別貨物量の経時変化（長野県）ロット別貨物量の経時変化（長野県）
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直江津港

新潟港

長野県で発生するコンテナ貨物量のうち、５トン以下の小口貨物は全体の約８％、
１０トン以下で約１３％。貨物は５１～５００トンが多い。 （平成１５年）
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（事例１）ｾｲﾉｰﾛｼﾞｯｸｽ㈱：金沢港で小口混載ｻｰﾋﾞｽ開始（事例１）ｾｲﾉｰﾛｼﾞｯｸｽ㈱：金沢港で小口混載ｻｰﾋﾞｽ開始

■今年1月末から金沢港発全世界２００箇所以上向けLCLサービス開始

●1月末から金沢港発の全世界200箇所以上向けの小口貨物配送サービスを開始。

●アジア、欧米、中近東、中南米、オセアニア等

出典）セイノーロジックス（株）HP（http://www.logix.co.jp/si_others.html）

45daysGENOA CFS

41daysFELIXSTOWE CFS

37daysHAMBURG CFS

36daysROTTERDAM CFS

5daysBUSAN CFS

42daysLE HAVRE CFS

36daysANTWERP CFS

47daysBARCELONA CFS

42daysSANTOS,BRAZIL CFS

20daysJAKARTA CFS

19daysBANGKOK CFS

17daysSINGAPORE CFS

21daysLOS ANGELS CFS

31daysCHICAGO CFS

40daysNEW YORK CFS

輸送日数仕向け地（抜粋）

ARTUS

ARTUS

ARTUS

ARTUS

ARTUS

VESSEL

708W

707W

706W

705W

704W

Voy No.

2/26

2/19

2/9

2/5

1/29

金沢

CFS CUT

2/122/7

2/51/31

2/192/14

2/262/21

3/52/28

釜山

ETA
金沢

ETD

○主要港までの輸送日数 ○スケジュール

出典）北国新聞、H19.1.16
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（事例２）中越運送（株）：新潟東港にﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｾﾝﾀｰを開設（事例２）中越運送（株）：新潟東港にﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｾﾝﾀｰを開設

■今年2月に「新潟東港ロジスティクスセンター」をオープン

●延べ床面積：2層式 8,164.58㎡（2,470.66坪）（常温倉庫、温調倉庫、保税蔵置場、出荷荷捌所）

●位置：新潟県新潟市豊栄笹山東１９番

出典）中越運送（株）HP（http://www.chuetsu-group.co.jp/vis7/topics/200702/higashikoulogi.pdf）

●敷地面積：14,395.81㎡（4,355.59坪）

●特徴

◆温調倉庫・保税蔵置場も備えた多機能物流センター機能

◆輸出入混載貨物拠点【CFS】としての機能

◆NVOCCとして国際一貫輸送の実現

◆迅速な通関機能
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（事例３）商船三井ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱：見附市にｲﾝﾗﾝﾄﾞﾃﾞﾎﾟを開設（事例３）商船三井ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱：見附市にｲﾝﾗﾝﾄﾞﾃﾞﾎﾟを開設

■今年4月に新潟県見附市の県営中部産業団地内にインランドデポを開設

●場所：新潟県見附市新幸町9-5 県営中部産業団地（面積：5,476㎡）

●整備主体：新潟国際貿易ターミナル
●運営主体：商船三井ロジスティクス株式会社

●通関・保税蔵置場の機能を最大限活用、顧客ニーズを先取りした物流サービスを提供。

出典）商船三井ロジスティクス（株）HP（http://www.mol-logistics.co.jp/japan/jp/index.shtml） 出典）日本海事新聞、H19.4.26

●サービス内容

①輸出入貨物の通関

②保税機能(CFS機能）

③新潟発の小口海上貨物の混載

④航空・海上貨物のドアサービ
スの手配と情報提供

⑤貨物の短期保管・仕分け・梱
包

⑥コンテナデポ機能

⑦海上貨物の集積・積み込み等
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（事例４）日本通運㈱：金沢市に北陸最大規模の3PL拠点を（事例４）日本通運㈱：金沢市に北陸最大規模の3PL拠点を

■今年5月に「専光寺第２物流センター」を竣工

●場所：金沢市専光寺町ヨ8（金沢西ICから約3km、金沢港から約5km、JR金沢貨物T駅から約10km）
●敷地面積：25,110㎡（２階建て）
●北陸エリアの3PL（サードパーティ・ロジスティクス） 拠点及び共同配送拠点として運用。

●北陸信越運輸局から物流効率化法に基づく特定流通業務施設としての認定を受ける。

出典）日本通運（株）HP（http://www.nittsu.co.jp/butsuryu/hokan/frame-i.html）

管轄

税関

東京

税関

三条・ 新潟国際輸送事業所 東京

燕デポ 三条国際物流センター 税関

東京

税関

東京

税関

宇都宮 横浜

デポ 税関

つくば つくば 横浜

デポ 航空支店 税関

東京

税関

名古屋

税関

名古屋

税関

名古屋

税関

名古屋

税関

名古屋

税関

国際輸送事業所 名古屋

国際輸送課 税関

大阪

税関

大阪

税関

長崎

税関

佐賀県鳥栖市藤木町

字鐘突1592-2

輸出入鳥栖デポ 鳥栖支店 鳥栖流通センター 0942-85-0202

福井県福井市花堂北

2001/1/30

輸出入

栗東デポ 大津支店 栗東流通センター 077-554-9801 滋賀県栗東市六地蔵
1070-1

輸出入

福井デポ 福井支店 国際輸送課 0776-36-5555

長野県塩尻市広丘野村

新田裏　1746番地1

輸出入

岐阜デポ 岐阜支店 058-277-0321 岐阜県岐阜市今嶺

2004/9/20

輸出入

松本デポ 松本支店 塩尻営業所 0263-54-2222

長野県伊那市大字伊那

字中の原8822番地167

輸出入

上田デポ 上田支店 国際輸送課 0268-27-0202 長野県上田市大字殿城

字下ノ久保　147番地

輸出

伊那デポ 伊那支店 国際輸送課 0265-73-8821

長野県長野市桐原

2002/1/1

輸出入

諏訪デポ 諏訪支店 国際輸送課 0266-53-9212 長野県諏訪市豊田小川

1040番地2

輸出入

長野デポ 長野支店 国際輸送課 026-241-8011

輸出入

山梨デポ 山梨支店 甲府国際輸送事業所 055-279-4122 山梨県中巨摩郡竜王町

竜新町字清水581番地

輸出入

国際貨物課 029-837-2293 茨城県つくば市谷田部

4459番地12

群馬県太田市清原町

太田流通団地八街区2号

輸出

宇都宮支店 国際輸送事業所 028-661-3985 栃木県宇都宮市

平出工業団地45番地7号

輸出入

太田デポ 太田支店 国際貨物課 0276-37-8411

輸出入

高崎デポ 群馬支店 群馬国際輸送事業所 027-361-1155 群馬県高崎市中尾町

210番地

輸出入

新潟支店 0256-45-5011 新潟県南蒲原郡栄町

猪子場新田 1072番地

所在地 扱い

山形デポ 山形支店 山形国際輸送事業所 023-686-5717 山形県山形市立谷川

1丁目1059番16号

輸出入

デポ名 支店 課所 電話

出典）日本海事新聞、H19.5.28



80

（事例５）トナミ運輸㈱：3PLサービスを展開（事例５）トナミ運輸㈱：3PLサービスを展開

■３ＰＬへの取組み

●トナミ運輸（株）の3PLサービス『システム物流』は、 物流をシステムとしてとらえ、輸送、配送、保管、
流通加工、情報システムを総合的に組み合わせることにより、 在庫の削減、供給の迅速化、物流業
務の合理化などを実現している。

出典）トナミ運輸（株）HP（http://www.tonami.co.jp/）

●特徴

◆ＩＴ
最新の物流情報システムと情報技術の
活用

◆ウエアハウス
最新鋭の流通センター

◆Transportation
大量輸送から小口貨物まで、物流変化に
柔軟に対応できる輸送体制

◆人材
物流システムの企画・設計から構築、運営
まで高度な専門知識をもったスタッフ



81

（参考）既存インランドデポの設置と動向（参考）既存インランドデポの設置と動向

■わが国の主なインランドデポ設置状況

運営：第三セクター

清水港のオフドックデポとして設置
197133,000静岡県

浜松市

浜松内陸

コンテナ基地

運営：第三セクター（太田市等）

海上コンテナ取扱状況は輸入320件/月程度、
輸出290件/月程度

航空貨物も成田空港まで１日３便シャトル輸送

200037,000群馬県

太田市

太田国際貨物
ターミナル

運営：商船三井ロジスティクス（株）

「新潟港発の小口海上貨物の混載サービス」
「貨物の短期保管、仕分け、梱包」などの機能
を持たせ、SCM機能の強化を図ることを目的

に設置

20075,476新潟県

見附市

（仮称）新潟見附
インランドデポ

運営：宇都宮国際貨物流通事業協同組合199056,985栃木県

宇都宮市

宇都宮国際貨物
ターミナル

運営：第三セクター（茨城県、つくば市等）

成田空港に近いといった立地上、航空貨物の
取り扱いが主

199227,771茨城県

つくば市

つくば国際貨物
ターミナル

備考設置
時期

面積
（m2）

住所名称

出典）各施設HP等より情報を収集したもので、それ以外にもインランドデポは存在する。
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（参考）代表的なインランドデポの事例（参考）代表的なインランドデポの事例

■太田国際貨物ターミナルの事例：わが国最大級のインランドデポ

●設立年月日：平成11年5月12日（ただし営業は平成12年から）

●位置：群馬県太田市清原町12-1

●敷地面積：約37,000m2（そのうち保税エリア：6,151m2）

京浜港：4時間
成田空港：3.5時間

蔵置機能 共同配送機能

輸出と輸入のコンテナ内陸マッチングが図られ
（120本/月程度）、輸送効率化が図られている。

荷物を集約し、海上コンテナ等による共同配送
が可能となっている。

出典）太田国際貨物ターミナルHP（http://www.oict.co.jp/）

●出資元：太田市（25％）、太田商工会議所（7％）、金融機関（4％）、その他法人（64％）

航空貨物（取扱件数）

6,111

11,235

18 15 56

13,869

0

5,000

10,000

15,000

H12 H14 H17

（
件

数

）

海上貨物（取扱件数）

611

2,380

22

1,136

3 ,937
3 ,466

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H12 H14 H17

（
件

数

）

航空貨物、海上貨物
ともに取扱い件数が
増加している。
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蔵置能力が不足
し逼迫している

（参考）北陸地域の逼迫しているコンテナ置き場の状況（参考）北陸地域の逼迫しているコンテナ置き場の状況

北陸地域の各港ではコンテナの蔵置能力が不足しており、早急な対応が必要である。

蔵置能力と最大蔵置量実績値との関係

▲80TEU1,448TEU1,368TEU空ｺﾝﾃﾅ

99TEU1,551TEU1,650TEU実入ｺﾝﾃﾅ
伏木富山港

▲1,118TEU3,708TEU2,590TEU空ｺﾝﾃﾅ

1,609TEU2,721TEU4,330TEU実入ｺﾝﾃﾅ

新潟港

（A－B）実績値（B)（A)

開きｽﾍﾟｰｽ最大蔵置量蔵置能力
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北陸地域において、基幹航路に就航する船舶に対応した水深-14m以上の

コンテナ取扱岸壁は整備されていない。

北陸地域において、基幹航路に就航する船舶に対応した水深-14m以上の

コンテナ取扱岸壁は整備されていない。

未整備（多目的）40,00026013.0

工事中（多目的）15,000 170 10.0

直江津港

15,000 185 10.0 
新潟港

（多目的）15,000 18510.0 敦賀港

工事中（多目的）50,00028014.0

（多目的）15,000 370 10.0 金沢港

未整備（多目的）30,000 250 12.0 

計画-14.0m（多目的）30,000 280 12.0 
伏木富山港

未整備（多目的）50,00028014.0

未整備50,000 350 14.0 

計画-14.0m50,000 350 12.0 

備考最大係船能力（DWT）延長(m)水深(m)

北陸地域のコンテナ対応岸壁の整備状況北陸地域のコンテナ対応岸壁の整備状況
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新潟港のボトルネック新潟港のボトルネック

•コンテナバースの不足により、コンテナ船の
沖待ちが平成１８年度に６９隻発生している。

・コンテナ貨物量の増加に対してヤードが不足
している。

（-14m）350m

（-10m）185m

（-7.5m）130m

ヤードの不足

資料）新潟日報
平成19年5月2日

施設の不足

・水深の浅いバースは、将来のコンテナ船の
大型化に対応が困難になると見込まれる。

沖待ちの多発

コンテナターミナル



86

直江津港のボトルネック直江津港のボトルネック

岸壁(-7.5ｍ)130ｍ

大型船への対応が不十分

・コンテナターミナルのバース水深が
浅いため、大型のコンテナ船が寄港で
きない。

波浪による荷役障害

・波浪による船体の動揺により、コンテナ
船の荷役障害が発生している。

沖待ちの発生

・１バース、１ガントリークレーンのため、
同時寄港に対応できず、平成１８年度に６隻
の沖待ちが発生している。

コンテナターミナル
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伏木富山港のボトルネック伏木富山港のボトルネック

１号１号 ２号２号 ３号３号

万葉ふ頭万葉ふ頭

混雑している
コンテナバース

（-14m）280m
暫定(-12m)

（-14m）280m
暫定(-12m)

（-10m）
190m

（-7.5m）
130m

沖待ちの多発

・１バース、１ガントリークレーンのため、
同時寄港に対応できず、平成１８年に３５隻
の沖待ちが発生している。

・万葉ふ頭において、防波堤の整備が完
了していないため、係留施設前面の水
域の静穏性が低いため、十分に使用で
きない。→バルク対応バースの混雑

伏木地区

防波堤 150m未整備

新湊地区

静穏度の確保が不足

港とＩＣを結ぶ道路整備が不十分

道路のアクセスが悪く、トレーラーが十分に
通行できない。

コンテナターミナル

（-14m）280m

１号１号 岸壁岸壁

バルク対応
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金沢港のボトルネック金沢港のボトルネック

（-10m）
190m

大型船への対応が不十分

・バースの水深が浅いため、大型船への
対応ができない。

・このため、太平洋側港湾から産業機械
等が輸出されている。

沖待ちの発生

１バース、１ガントリークレーンのため、同
時寄港に対応できず、平成１８年に８隻の沖
待ちが発生している。

コンテナターミナル

多目的国際ﾀｰﾐﾅﾙ
（整備中）
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敦賀港のボトルネック敦賀港のボトルネック

（-10m）370m 物流施設の用地が不足

・港湾周辺に倉庫などの物流施設の用地
が不足している。

波浪による荷役障害

・波浪による船体の動揺により荷役障害
が起きている。

地元貨物の流出

・中部圏や近畿圏に近く、地元のコンテナ
貨物が流出している。

コンテナターミナル
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防波堤の整備計画防波堤の整備計画

●主な防波堤の整備状況

・北陸港湾の主な防波堤の整備計画延長と実延長は以下のとおりである。

０ｍ６００ｍ東外防波堤

１，５００ｍ１，６５０ｍ北防波堤伏木富山港

３，０７４ｍ３，５１０ｍ大野西防波堤金沢港

１，１３０m

実延長

１，３３０m鞠山北防波堤敦賀港

名 称 備考整備計画延長港

主な防波堤の整備計画延長と実延長
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３．航空物流関連データ３．航空物流関連データ
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新潟空港

設置管理者：国土交通大臣
滑走路：1,314m×45m（供用開始38.10.1）

2,500m×45m（供用開始 8.3.28）
飛行場種別：第二種空港
税関：東京税関

富山空港

設置管理者：富山県
滑走路：2,000m×45m（供用開始59.3.18）

飛行場種別：第三種空港
税関：大阪税関

小松飛行場（小松空港）

設置管理者：防衛庁
滑走路：2,700m×45m（供用開始36.12.20）

飛行場種別：その他飛行場
税関：大阪税関

北陸地域における空港の主な諸元北陸地域における空港の主な諸元

資料）「数字でみる航空 2006」をもとに作成
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定期国際航空輸送ネットワーク定期国際航空輸送ネットワーク
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北陸地域の航空貨物の動向北陸地域の航空貨物の動向

北陸地域の航空貨物の取扱量は、ほぼ横ばいで推移している。

4,516
179 188

20,473 19,981
3,545

6,7915,542
5,071

5,429

23,47521,485

2362749779801,408
2,0732,0761,527

2,4241,8511,8031,805

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H13 H14 H15 H16 H13 H14 H15 H16 H13 H14 H15 H16

新潟空港 富山空港 小松空港

ト
ン

／
年

0.0

0.5

1.0

1.5

伸
び

率
（
対

前
年

比
）

国際 国内 伸び率（右軸）

資料）「数字でみる航空 2006」航空振興財団より作成
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北陸地域の航空貨物による貿易動向北陸地域の航空貨物による貿易動向

小松空港の貿易額は、5年間で2.1倍に増加している。

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

2
0
0
0
年

2
0
0
5
年

2
0
0
0
年

2
0
0
5
年

2
0
0
0
年

2
0
0
5
年

新潟

空港

富山

空港

小松

空港

（
千

円
）

輸出 輸入

資料）「貿易統計」財務省より作成

小松空港は
5年間で2.1倍

注）全て往復。 資料）各空港管理者の資料から作成。（H17.8現在）

新潟
空港

富山
空港

小松
空港

イルクーツク 1便/日
ハバロフスク 3便/週
ウラジオストク 3便/週 4便/週
ルクセンブルク 4便/週
ハルビン 4便/週
ソウル 1便/日 5便/日 4便/週
上海 2便/週 3便/週 3便/週
大連 4便/週
グアム 2便/週

札幌 3便/日 1便/日 1便/日
佐渡 4便/日
仙台 1便/日
東京 6便/日 11便/日
成田 1便/日
名古屋（中部） 3便/日
名古屋（小牧） 3便/日
大阪 9便/日
神戸 1便/日
福岡 2便/日 1便/日 3便/日
那覇 1便/日

国内航路

国際航路
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北陸地域から航空貨物で輸出される貨物の利用空港北陸地域から航空貨物で輸出される貨物の利用空港

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

新潟県 長野県 富山県 石川県 福井県

新潟 富山 小松 成田 関西 中部（名古屋） 仙台 その他

注）重量をベースに比率で按分したもの。 資料）「輸出入貨物の物流動向調査」、税関より作成

北陸地域から航空貨物で輸出される貨物のうちの9割以上が太平洋側の大規模空港を利
用している。地元空港の利用率は1～3%程度である。
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北陸地域へ航空貨物で輸入される貨物の利用空港北陸地域へ航空貨物で輸入される貨物の利用空港

注）重量をベースに比率で按分したもの。 資料）「輸出入貨物の物流動向調査」、税関より作成

北陸地域へ航空貨物で輸入される貨物のうちの9割以上が太平洋側の大規模空港を利用
している。地元空港の利用率は約3%程度である。
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新潟 富山 小松 成田 関西 中部（名古屋） 仙台 その他
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北陸地域から航空貨物で輸出される貨物の品目北陸地域から航空貨物で輸出される貨物の品目

注）重要をベースにシェアを按分したもの。 資料）「輸出入貨物の物流動向調査」、税関より作成

北陸地域から航空貨物として輸出されるのは、電気機器、一般機械、精密機械等が多い。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新潟県

長野県

富山県

石川県

福井県

電気機器 一般機械 精密機器類

織物用糸・繊維製品 他の雑製品 非鉄金属

その他
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北陸地域へ航空貨物で輸入される貨物の品目北陸地域へ航空貨物で輸入される貨物の品目

注）重量をベースにシェアを按分したもの。 資料）「輸出入貨物の物流動向調査」、税関より作成

北陸地域へ航空貨物で輸入されるのは、電気機器、一般機械、衣類・同製品等が多い。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新潟県

長野県

富山県

石川県

福井県

電気機器 一般機械 精密機器類 衣類・同付属品

他の雑製品 金属製品 再輸入品 その他
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（参考）我が国における航空貨物の取扱品目（参考）我が国における航空貨物の取扱品目

注）金額をベースに比率で按分したもの。 資料）「数字でみる航空 2006」

我が国における航空貨物は、機械製品が最も多い。機械製品のうち半導体等電子部品や
科学光学機器、事務用機器などが多い。

我が国の航空貨物主要商品別輸出入額の比率

我が国の航空貨物主要商品別輸出入額の比率（機械製品のみ）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸出

輸入

機械機器 化学製品 金属及び同製品 非金属鉱物製品

繊維及び同製品 食料品 原料及び燃料 その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸出

輸入

半導体等電子部品 科学光学機器 音響・映像機器

事務用機器 電気計測機器 航空機

時計 航空機用内燃機関
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支援制度の事例

４．企業関連データ４．企業関連データ
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黒龍江省（黒龍江省（22））

→㈱キタック他

陜西省（陜西省（44））

四川省（四川省（33）） 湖北省（湖北省（33）） 安徽省（安徽省（77））
→アピックヤマダ 他

ウラジオストクウラジオストク(2)(2)

ハバロフスクハバロフスク(2)(2)

北朝鮮

北陸地域から北東アジアへ進出している主な企業北陸地域から北東アジアへ進出している主な企業

遼寧省（遼寧省（7272））

→助野靴下㈱、小松精練㈱

永井プラスチック工業㈱

東洋ガスメーター㈱ 他

北京市（北京市（2424））

→長野日本無線㈱

セイコーエプソン㈱

ダイヤモンドエンジニアリング㈱

キッセイコムテック㈱ 他

韓国（韓国（5151））

→セイコーエプソン㈱、㈱マルサン精
密、バイオ技研工業㈱、新光電気工業
㈱、日本電産サンキョー、ルビコン㈱、
ソリマチ㈱、日華化学㈱ 他

上海市（上海市（162162））

→ＹＫＫ㈱、北陸電気
工業㈱、㈱北陸銀行、
アイ・オー・データ機器
㈱、片岡機械工業㈱、
シチズンマシナリー㈱、
セイコーエプソン㈱、㈱
コメリ、野尻眼鏡工業
㈱、江守商事㈱ 他

・・・福井県

・・・新潟県

・・・長野県

・・・富山県

・・・石川県

【凡例】

天津市（天津市（1515））

→三光合成㈱、北陸電気工業㈱

アサイ産業㈱ 他

山東省（山東省（2727））

→ミサワテクノ㈱、㈱竹内製作所

コマツキャステックス㈱、日信工業㈱ 他

新潟県：新潟県産業労働部「平成17年度 新潟県内企業の海外進出状況報告書」（平成17年3月31日現在）

富山県：（財）とやま国際センター「富山県企業の海外事業所調査」（平成15年12月発行）、「県内企業の中国
進出状況（富山県立地通商課（環日本海貿易交流センター） ）」

石川県：ジェトロ金沢「石川県内企業の海外進出動向（平成17年末現在）

福井県：福井県産業労働部国際・マーケット戦略課作成「県内企業の海外進出（2005年9月1日現在）福井商

工会議所調べ」

長野県：ジェトロ長野貿易センター「長野県海外進出企業名簿」

江蘇省江蘇省(93(93））

→ＹＫＫ㈱、日本カーバイト工業㈱、コマニー㈱、
東邦ゴム工業㈱、シチズンファインテック㈱、セー
レン㈱、チノンテック㈱、セイコーエプソン㈱ 他
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北陸地域から北東アジアへ進出している主な企業数北陸地域から北東アジアへ進出している主な企業数

新潟県：新潟県産業労働部「平成17年度 新潟県内企業の海外進出状況報告書」（平成17年3月31日現在）

富山県：（財）とやま国際センター「富山県企業の海外事業所調査」（平成15年12月発行）、「県内企業の中国進出状況（富山県立地通商課（環日本海貿易交流センター） ）」

石川県：ジェトロ金沢「石川県内企業の海外進出動向（平成17年末現在）

福井県：福井県産業労働部国際・マーケット戦略課作成「県内企業の海外進出（2005年9月1日現在）福井商工会議所調べ」

長野県：ジェトロ長野貿易センター「長野県海外進出企業名簿」
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上海

伏木富山
釜山

大連

青島

小樽

新潟

境港

金沢

日中航路（日本海航路）の荷動き（事例）日中航路（日本海航路）の荷動き（事例）

１９２１９２１０，０００小樽

１２５１２５６，５００境港

８１１６３８，５００伏木富山

３３６６７３３５，０００新潟

ＴＥＵ／週・便ＴＥＵ／週ＴＥＵ／年

‘０５年度輸出入実績
港湾

１００ＴＥＵ寄港

４００ＴＥＵ＋α新規航路

新規航路開設の目安

６６２ＴＥＵ
１便／週

（２船）

日本海北海道

境=新=伏=小=
大=青=上=

５６６ＴＥＵ
１便／週

（２船）

日本海

新=伏=金=
大=青=上=

積載能力配船航路
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最近の進出企業最近の進出企業 （平成１９年８月調べ）

※立地状況は、昨夏以降の新聞記事情報及び企業ＨＰによる情
報から北陸地方整備局が把握したものを集計。

※赤文字の企業は、今年に入ってからの新聞記事により把握した
ものを追加し集計したもの。

※投資額の合計は、新聞掲載情報等で明らかにされている投資額
を単純に合計したものであり、実際の投資額合計とは異なる。

近年港湾を利用した企業の工場新設、増設の
動きが活発化している

新潟港

直江津港

伏木富山港

七尾港

金沢港

福井港

敦賀港

①

②③
①

④

①
③

②
⑦

④⑤
⑥

⑧③

①

⑦

④⑥

②

⑤

②

③

①

②

③

④

⑤

⑥

⑤⑥

⑦

⑧

⑨

⑨⑩

⑧

⑨

⑩

⑤

⑪

⑫⑬
⑭

⑥

④

企業立地状況 投資額 稼動

① フロンティアエネルギー新潟㈱(新潟市)　火力発電所の建設 約130億円 2005年08月

② ㈱日本アクシィーズ　新工場(新潟市) 約19億円 2006年04月

③ 北越製紙㈱　新潟工場増産(新潟市) 約550億円 2008年12月

④ 日精樹脂工業㈱　上越工場増設(上越市) 約3.3億円 2006年10月

⑤ キッセイ薬品工業㈱　新工場(上越市)　原薬研究製造　雇用人数35人 約35億円 2007年夏

⑥ 新潟太陽誘電㈱　子会社設立(上越市)　電子部品　 約60億円 2008年04月

⑦ ナミックス㈱　研究開発拠点新設(新潟市)　雇用技術者4割増 約37億円 2008年07月

⑧ ㈱東陽理化学研究所　工場増設(弥彦村) 約15億円 2007年09月

⑨ 帝国石油㈱　貯蔵施設ＬＮＧ受入基地建設(上越市)　18万ｋｌタンク×2基 - 2013年末

① YKKグループ　価値検証センター設置（黒部市） 約14億円 2007年05月

② 富士ゼロックスイメージングマテリアルズ㈱ 新工場棟（滑川市） 約80億円 2007年12月

③ ㈱サンリッツ 新工場（入善町）　液晶TV用偏光板 約100億円 2006年夏

④ 東亜薬品㈱　新工場（富山市） 粉末吸入製剤、内服固形剤 約80億円 2008年03月

⑤ ㈱タカギセイコー 新工場建設(高岡市)　車両部品関連　 約15億円 2006年08月

⑥ シャープ㈱ 新工場（富山市）　太陽電池材料製造 約50億円 2007年01月

⑦ ㈱日立国際電気 新工場棟(富山市)　半導体製造装置 約10億円 2006年11月

⑧ ㈱日平トヤマ新工場建設(南砺市)　工作機械工場 約10億円 2006年内

⑨ 日本ゼオン㈱（㈱オプテス素） 新工場(氷見市)　ゼオノアフィルム 約100億円 2007年09月

⑩ コマツキャステックス㈱ 新工場(氷見市)　鋳鉄部品 約50億円 2008年08月

① コマツ金沢新工場　産業機械関連　雇用人数70人 約70億円 2007年01月

② 高松機械工業㈱(白山市)　本社工場3割増床　工作機械関連 約6億円 2006年01月

③ ㈱村田製作所新工場(白山市)　高周波用部品関連　雇用人数200人 約300億円 2008年春

④ 中村留精密工業㈱ 本社工場増設(白山市)　工作機械関連 約20億円 2007年03月

⑤ 加賀東芝エレクトロニクス㈱  新工場(能美市)　半導体関連　雇用人数100人 約550億円 2007年夏

⑥ ナイテック・プレシジョン㈱新工場(加賀市) 約22億円 2007年02月

⑦ サンケンオプトプロダクツ㈱第一工場(志賀町)　半導体関連　雇用人数240人 約96億円 2006年05月

⑧ 石川サンケン㈱志賀工場（志賀町）、町野工場（輪島市）を中心に生産設備増設　半導体関連 約20億円 2008年03月

⑨ アタカエンジニアリング㈱　新工場(河北郡津幡町)　新規雇用人数20人 約2億円 2006年04月

⑩ インパック㈱ 能登工場新工場(志賀町)　新規雇用人数25人 約7億円 2008年春

⑪ （株）NTN羽咋製作所 設立(羽咋市)　ベアリング旋削加工　雇用人数15人 約13億円 2007年08月

⑫ 吉田醸造食品工場増設(白山市)　生産能力2倍に 約2億円 2008年10月

⑬ ナイテック・プレシジョン㈱ 新工場(加賀市)　生産能約2倍に　新規雇用210人 約78億円 2008年04月

⑭ 馬場化学工業㈱ 新工場(川北町)　生産能力3倍に 約16億円 2008年01月

① ファーストウッド㈱ 新工場(福井市)　雇用人数150人 約44億円 2006年12月

② 第一稀元素化学工業㈱　工場(福井市)　雇用人数55人 約40億円 2007年秋

③ ㈱巴川ファインコーティング敦賀工場　パソコン関連　雇用人数200人 約60億円 2007年04月

④ 信越化学工業㈱ 新工場(福井市・坂井市)　レア・アースの分離製作　雇用人数40人 約20億円 2008年02月

⑤ セーレン㈱ 増産(坂井市)　新規事業も展開 約70億円 2008年03月

⑥ ㈱Hitzハイテクノロジー（日立造船子会社)新工場(大飯郡高浜町)　鋳物事業拡大 約16億円 2007年04月

⑦ 吉野石膏㈱（坂井市）　建材関連製造　雇用人数５０人　 約89億円 2011年09月

⑧ 山崎金属産業㈱（坂井市）　アルミ製品加工　雇用人数２０人 約12億円 2009年01月

⑨ ㈱アイケープラスト（敦賀市）　プラスチック成型加工　雇用人数５８人 約37億円 2006年04月

⑩ ㈱福井村田製作所工場増設（越前市）　コンデンサ製造　雇用人数１００人 約150億円 2008年03月

⑪ 日本電気硝子㈱工場増設（若狭町）　プラズマディスプレイ用ガラス製造　雇用人数１０人 約70億円 2008年03月

① ホクト㈱新工場(佐久市)　種菌製造及び生産 - 2008年09月

② 岩上鋼材㈱新工場(須坂市)　鋼材加工　雇用人数13人 約2.2億円 2007年06月

③ スペースエナジー㈱新工場(佐久市)　太陽電池用シリコンウエハー　雇用人数140人 約3.6億円 2008年04月

④ ㈱角藤新工場(須坂市)　鉄骨製品加工　新規雇用10人 約4億円 2007年04月

⑤ 伊那食品工業㈱ 研究施設新設(伊那市) 約9億円 2008年05月

⑥ ダイナテック㈱　本社工場増設(松本市)　生産能力2倍に 約4億円 2007年度下

約3,191億円

長
野
県

富
山
県
内

新
潟
県
内

福
井
県

石
川
県
内

⑦
⑧

⑩

⑨

⑪
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・企業立地促進補助金

・誘致企業支援補助金

・電力料金の半額相当を補助する制度

・研究開発型企業立地促進補助金 等

福井県

・雇用拡大関連企業立地促進補助金

・いしかわサイエンスパーク研究所等立地促進補助金

・創造的産業等立地促進補助金 等

石川県

・工場進出時、増設時の土地、建物、設備投資費用に対する助成金（最大50億円）

・研究所の進出時、増設時の土地、建物、設備投資費用に対する助成金（最大5億円）

・法人税の設備投資減税、不動産取得税・固定資産税の減免（3年間）

・工場立地法の緑地率の緩和（企業立地促進法による重点地域）

富山県

・信州ものづくり産業投資応援事業（不動産取得税の課税免除、助成金交付）

・貸付特約付分譲制度

・新事業立地促進優遇制度（製造業またはサービス業） 等

長野県

・不動産取得税の減免（3年間）、事業税の減免（3年間）

・全国トップ水準の補助額（初期投資：補助限度額50億円、再投資：同25億円）

・補助対象地域の県内全域化

・立地による経済効果を考慮した柔軟な対応（補助額等に関する知事特例制度）

・外資系企業に対する事業所賃貸料補助制度 等

新潟県

主な支援制度及び特徴主な支援制度及び特徴県名県名

注）各県とも上記助成制度以外にも企業立地を促進する制度を設けている。その他、市町村独自の補助金や市町村の減免制度が受けられる場合がある。
資料）日本貿易振興機構（ジェトロ）資料、「地域進出支援ナビ」

北陸各県の企業誘致に対する主な支援制度北陸各県の企業誘致に対する主な支援制度
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・Ｈ１８．４：韓国
航路（週１回）

・Ｈ１８．４：中国
航路（週１回）

・入港料相当額

・１年間補助

新規航路開設等
補助（対船社）

・Ｈ１７ＦＹ：８２件・手数料の半額

補助
臨時開庁手数料
補助（対荷主）

・Ｈ１７ＦＹ：９社、

５６TEU
・50,000+1,000

円／TEU
・１年間補助

シフト（新規利
用）補助

（対荷主）

実績内容施策

補助金制度例（瀬戸内港）補助金制度例（瀬戸内港）
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平成１８年４月１日改定日

貨物量の増加と新規航路開設理由

５万円／時間→４万円／時間ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ利用料

・20FC1個当 378円→0円

・40FC1個当 472円→0円
ｹﾞｰﾄ通過料の撤廃

内容項目

ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ利用料金改定例（瀬戸内港）ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ利用料金改定例（瀬戸内港）
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支援制度の事例

５．調査分析結果５．調査分析結果
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１．内容
北陸地域から太平洋側港湾に流れているコンテナ貨物が、北
陸港湾にシフトした場合の陸上輸送コスト削減効果及び排出
ガス低減効果を算出する。

２．方法
「港湾投資の評価に関する解説書2004」に記載されている陸
上輸送コストの原単位及び排出ガスの原単位 を用いる。

３．対象貨物
北陸5県のそれぞれで生産される輸出コンテナ貨物のうち、

①韓国、中国、台湾、香港、東南アジア方面、かつ

②太平洋側の主要港湾利用、の貨物を対象とする。

４．貨物の流れ
各県を代表する地点を設定し、その地点と太平洋側港湾及び
北陸港湾の陸上輸送距離、陸上輸送時間求め、これらからコ
スト削減額、排出ガス低減量を求める。

コンテナ貨物量増によるコスト削減、環境負荷低減効果コンテナ貨物量増によるコスト削減、環境負荷低減効果
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陸上輸送コスト削減効果陸上輸送コスト削減効果

１３，９９９トン/月

（京浜港

→ 直江津港）

２０，７２９トン/月
（阪神、

伊勢湾港

→ 敦賀港）

１９，５１５トン/月
（阪神、

伊勢湾港

→ 金沢港）

１０，２８０トン/月
（阪神、

伊勢湾港

→伏木富山港）

１９，９０１トン/月

（京浜港

→ 新潟港）

対象貨物

対近海・東南
アジア輸出コ
ンテナ貨物

削減額

64千円/TEU
削減額

87千円/TEU
削減額

181千円/TEU
削減額

178千円/TEU
削減額

185千円/TEU

直江津港

102千円/TEU
敦賀港

74千円/TEU
金沢港

25千円/TEU
伏木富山港

36千円/TEU
新潟港

41千円/TEU

京浜港

166千円/TEU

直江津港

７，４２１トン/月

長野県

上田市

阪神港、

伊勢湾港

161千円/TEU

敦賀港

２，１９３トン/月

福井県

福井市

阪神港、

伊勢湾港

206千円/TEU

金沢港

１０，３２１トン/月

石川県

金沢市

阪神、

伊勢湾港

214千円/TEU

伏木富山港

２１，１４４トン/月

富山県

富山市

京浜港

226千円/TEU

新潟港

２２，８４２トン/月

新潟県

新潟市

陸上輸送

コスト

削減効果

H15全輸出

コンテナ貨物
実績

生産地

資料：平成１５年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査 H15.10.1～10.31
港湾投資の評価に関する解説書 2004
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排出ガス（環境負荷）低減効果排出ガス（環境負荷）低減効果

18
万台・㎞／月

3４

万台・㎞／月

62
万台・㎞／月

3４

万台・㎞／月

７４

万台・㎞／月

ｺﾝﾃﾅﾄﾚｰﾗｰ

削減台数

１３，９９９トン/月

（京浜港

→ 直江津港）

２０，７２９トン/月
（阪神、

伊勢湾港

→ 敦賀港）

１９，５１５トン/月
（阪神、

伊勢湾港

→ 金沢港）

１０，２８０トン/月
（阪神、

伊勢湾港

→伏木富山港）

１９，９０１トン/月

（京浜港

→ 新潟港）

対象貨物

輸出コンテナ

（シフト貨物）

低減量

CO2 69ﾄﾝ/月
NOX 1.9ﾄﾝ/月

低減量

CO2 130ﾄﾝ/月
NOX 3.6ﾄﾝ/月

低減量

CO2 237ﾄﾝ/月
NOX   6.5ﾄﾝ/月

低減量

CO2 131ﾄﾝ/月
NOX 3.6ﾄﾝ/月

低減量

CO2   283ﾄﾝ/月
NOX 7.8ﾄﾝ/月

直江津港

CO2 57.5トン/月
NOX 1.6トン/月

敦賀港

CO2 51.1トン/月
NOX 1.4トン/月

金沢港

CO2 8.0トン/月
NOX 0.2トン/月

伏木富山港

CO2 8.4トン/月
NOX  0.2トン/月

新潟港

CO2 18.0ﾄﾝ/月
NOX  0.5トン/月

京浜港

CO2 127ﾄﾝ/月
NOX 3.5トン/月

直江津港

７，４２１トン/月

長野県

上田市

阪神港、伊勢湾
港

CO2 181ﾄﾝ/月
NOX 5.0トン/月

敦賀港

２，１９３トン/月

福井県

福井市

阪神港、伊勢湾
港

CO2 245ﾄﾝ/月
NOX 6.8トン/月

金沢港

１０，３２１トン/月

石川県

金沢市

阪神、伊勢湾

CO2 139ﾄﾝ/月
NOX 3.8トン/月

伏木富山港

２１，１４４トン/月

富山県

富山市

京浜港

CO2 301ﾄﾝ/月
NOX  8.3トン/月

新潟港

２２，８４２トン/月

新潟県

新潟市

環境負荷

低減効果

（CO2はC量）

H15全輸出コ

ンテナ貨物実
績

生産地

資料：平成１５年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査 H15.10.1～10.31
港湾投資の評価に関する解説書 2004
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１．内容
北陸地域から太平洋側港湾に流れているコンテナ貨物が、北
陸港湾にシフトした場合の港湾関連産業の岸壁利用に係わる
経済効果を算出する。

２．港湾関連産業
・水運
・道路輸送
・自家輸送
・貨物輸送取扱
・倉庫
・その他の運輸付帯サービス

３．効果の計測
北陸港湾における貨物取扱量の増加により、関連産業の事業
者の売り上げ増加が期待できる。その増加金額は、産業関連
表におけるそれぞれの業種の「生産額」を県内の総取扱量に
占める北陸港湾取扱増加量比により算出（雇用に換算）する。

コンテナ貨物量増による港湾関連産業の雇用創出効果コンテナ貨物量増による港湾関連産業の雇用創出効果
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港湾関連産業の岸壁利用に係わる経済効果港湾関連産業の岸壁利用に係わる経済効果

新潟県の効果として計
測

石川県の産業連関表で
は、雇用表を作成してい
ないため、新潟県の雇用
係数の値を使用

富山県の産業連関表
では、雇用表を作成し
ていないため、新潟県
の雇用係数の値を使用

備 考

１０３人１４０人２０８人５８人１４６人雇用者増加数

合計

１，６３０百万円

合計

２，０７２百万円

合計

３，２８０百万円

合計

９３４百万円

合計

２，３２０百万円

２次

２６１百万円

２次

１９９百万円

２次

６６７百万円

２次

１８３百万円

２次

３７２百万円

直接+１次

１，３６９百万円

新潟県

９４１百万円/
年

１３，９９９トン/月
（京浜港

→直江津港）

１６８千トン/年

長野県

新潟県（直江津港）

直接+１次

１，８７３百万円

福井県

１，３２５百万円/
年

２０，７２９トン/月
（阪神港、伊勢湾

→敦賀港）

２４９千トン/年

福井県

（敦賀港）

直接+１次

２，６１４百万円

石川県

２，０３２百万円/
年

１９，５１５トン/月
（阪神港、伊勢

湾

→金沢港）

２３４千トン/年

石川県

（金沢港）

直接+１次

７５１百万円

富山県

６０１百万円/
年

１０，８２０トン/月
（阪神、伊勢湾
港

→伏木富山港）

１３０千トン/年

富山県

（伏木富山港）

直接+１次

１，９４８百万円

新潟県

１，３３９百万円/
年

１９，９０１トン/月
（京浜港

→新潟港）

２３９千トン/年

新潟県

（新潟港）

生産誘発額

港湾産業にお
ける直接効果

（需要増加額）

対象貨物

輸出コンテナ

（シフト貨物）
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福井市

敦賀港

金沢市

金沢港

阪神港

伊勢湾港

京浜港

直江津港

伏木富山港

新潟港

上田市

新潟市

富山市

コンテナ貨物積み出し港コンテナ貨物積み出し港
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目的：貨物の出荷から通関までの価格を、地元（北陸）
港を利用した場合と代替（競合）港となる太平洋側港
（京浜港、伊勢湾港、阪神港）を利用した場合で港運
業者（１社）に見積依頼し、比較した。敦賀港利用は神
戸港と比較しほぼ同等だが、新潟、直江津、伏木富
山、金沢の各港利用は代替港より有利である。

条件

①取扱商品：機械工業品

②取扱量：１０ＴＥＵ（１５０トン）／回／週

③陸送：１０㌧ﾄﾗｯｸ、一般道、夜間走行

④仕向港：香港港

⑤ﾊﾞﾝﾆﾝｸﾞ地：港頭

コンテナ貨物輸出価格比較コンテナ貨物輸出価格比較
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福井市

敦賀港

白山市

金沢港

神戸港

名古屋港

東京港

直江津港

伏木富山港

新潟港

長野市

新潟市

黒部市

コンテナ貨物輸出価格比較コンテナ貨物輸出価格比較
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¥2,291,900神戸港→香港

¥2,312,900敦賀港→釜山→香港
福井市発

¥2,366,900神戸港→香港

¥2,312,900金沢港→釜山→香港石川県

白山市発

¥2,402,900名古屋港→香港

¥2,132,900伏木富山港→釜山→香港富山県

黒部市発

¥2,402,900東京港→香港

¥2,132,900直江津港→釜山→香港
長野市発

¥2,552,900東京港→香港

¥2,132,900新潟港→釜山→香港
新潟市発

輸出価格（１０TEU）輸送経路生産地

コンテナ貨物輸出価格比較コンテナ貨物輸出価格比較



119

近隣県のコスト比較近隣県のコスト比較

敦賀港

金沢港

東京港

直江津港

伏木富山港

新潟港

郡山市

宇都宮市高崎市

岐阜市

名古屋港



120

¥3,225,900横浜港→ﾎﾞｽﾄﾁﾇｲ

¥3,825,900新潟港→ﾎﾞｽﾄﾁﾇｲ栃木県

宇都宮市発

¥1,892,900名古屋港→香港

¥2,642,900伏木富山港→釜山→香港岐阜県

岐阜市発

¥2,177,900東京港→香港

¥2,717,900新潟港→釜山→香港群馬県

高崎市発

¥2,177,900東京港→香港

¥2,717,900新潟港→釜山→香港栃木県

宇都宮市発

¥2,402,900東京港→香港

¥2,642,900新潟港→釜山→香港福島県

郡山市発

輸出価格（１０TEU）輸送経路生産地

コンテナ貨物輸出価格比較コンテナ貨物輸出価格比較
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新潟港

東京港

釜山港

上海港

香港港

ドバイ港

高雄港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ港

・新潟港出（赤線）ＶＳ東京港出（黒線）

・新潟港発は全て釜山トランシップ

・海上運賃のみで比較

・単位：千円／ＴＥＵ （ ￥１１５／＄換算）

９８

１０５

２４０

ロッテルダム港 ３２０

３９

８１

２４０

２５０
７４

５５

４９
３２

輸送運賃比較・ケース１（Ｕ社、海上運賃のみ）輸送運賃比較・ケース１（Ｕ社、海上運賃のみ）

９９ ３９
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新潟港

東京港

釜山港

上海港

香港港

ドバイ港

高雄港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ港

・新潟市発新潟港出（赤線）ＶＳ新潟市発陸送して東京港出（黒線）

・新潟港発は全て釜山トランシップ

・陸上運賃（新潟港：５４千円／ＴＥＵ、東京港：１２０ 千円／ＴＥＵ）および海上運賃のみで比較

・単位：千円／ＴＥＵ （ ￥１１５／＄換算）

１５２

１５９

２９４

ロッテルダム港 ３７４

１５９

２０１

３６０

３７０
１２８

１０９

１６９
１５２

輸送運賃比較・ケース２（Ｕ社、陸上＋海上運賃のみ）輸送運賃比較・ケース２（Ｕ社、陸上＋海上運賃のみ）

１５３ １５９
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新潟港

東京港

釜山港

上海港

香港港

ドバイ港

高雄港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ港

・新潟港出（赤線）ＶＳ東京港出（黒線）

・新潟港発は全て釜山トランシップ

・海上運賃のみで比較

・単位：千円／ＴＥＵ （ ￥１１５／＄換算）

８６

６９

１６７

ロッテルダム港 ２００

３５

５２

１３２

１５０
６３

４６

２９
２５

輸送運賃比較・ケース３（Ｊ社、海上運賃のみ）輸送運賃比較・ケース３（Ｊ社、海上運賃のみ）

６９
３５
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新潟港

東京港

釜山港

上海港

香港港

ドバイ港

高雄港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ港

・新潟市発新潟港出（赤線）ＶＳ新潟市発陸送して東京港出（黒線）

・新潟港発は全て釜山トランシップ

・陸上（新潟港：５４千円／ＴＥＵ、東京港：１１０ 千円／ＴＥＵ）および海上運賃のみで比較

・単位：千円／ＴＥＵ （ ￥１１５／＄換算）

１４０

１２３

２２１

ロッテルダム港 ２５０

１４５

１６２

２４２

２６０
１１７

１００

１３９
１３５

輸送運賃比較・ケース４（Ｊ社、陸上＋海上運賃のみ）輸送運賃比較・ケース４（Ｊ社、陸上＋海上運賃のみ）

１２３ １４５
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岸壁(-14m）350m

暫定(-12m)
岸壁(-10m）185m

岸壁(-7.5m）130m

岸壁(-14m）350m

暫定(-12m)
岸壁(-10m）185m

岸壁(-7.5m）130m

岸壁(-14m）350m

暫定(-12m)
岸壁(-10m）185m

岸壁(-7.5m）130m

沖待ちの課題（ニーズ）沖待ちの課題（ニーズ）

 

岸壁(-14ｍ)280ｍ 
暫定（-12ｍ） 

新潟港のコンテナターミナル

伏木富山港のコンテナターミナル

コンテナ貨物増加に対して施設が
不足しており、沖待ちが発生

→バースの延長とガントリークレーン
の増設が必要

１バース、１ガントリークレーンのため、
２船同時接岸ができず、沖待ちが発生

→バースの延長とガントリークレーン
の増設が必要
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定時性の確保の現状（シーズ）定時性の確保の現状（シーズ）

○港内の静穏性が確保されていないため、船舶の係留、荷役に支障

○小口貨物を始めとする北陸地域のコンテナ貨物の地元港湾利用の低迷

港内擾乱による被災事例

資料）H15全国輸出入コン

テナ貨物流動調査

有り敦賀港

金沢港

有り伏木富山港

有り直江津港

新潟港

荷役障害

波浪によるコンテナの荷役障害

資料）H18年アンケートによる
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定時性の確保の課題（ニーズ）定時性の確保の課題（ニーズ）

定時性の確保に関わる荷主の要望 （実施中の企業ヒアリングを反映していく）

○静穏度の確保
・伏木外港の-14m岸壁（暫定-12m)の静穏度が低いため、防波堤を延伸して欲しい。

（伏木富山港利用の製紙企業）

○円滑な交通体系
・ インターチェンジから港湾までの道路のアクセスが悪く、トレーラーが十分に通行でき

ないため、整備を望む。（伏木富山港利用の製紙企業）
・港湾背後の幹線道路及び高速インターの接続道路が降雪により渋滞するので、融雪

装置の設置が必要である。（敦賀港のセメント企業）
・北陸と太平洋側を結ぶ道路が降雪により通行できなくなる場合があり、整備を望む。

（敦賀港利用の雑貨企業）

○効率的な荷役
・港湾での混載貨物の利用やラベル貼り付けなどの機能があれば望ましい。
（長野県の食料関係企業）
・増産に伴う輸出貨物の増加により、港湾にバンニング用の倉庫が必要になる。

（新潟港利用の製紙企業）
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北陸地域の輸送経路に関する現状（シーズ）北陸地域の輸送経路に関する現状（シーズ）

北陸地域のコンテナ航路は、方面が限られ、便数も少ない。
また、北東アジアを結ぶ国際フェリーやＲＯＲＯ船の航路は少ない。

国際コンテナ航路の現状

西日本主要港に比べて国際フェリー
航路が少ない。

国際フェリー航路の現状

北陸地域の１～３箇所の港湾を経由し
て釜山港や上海港に帰港するパターン
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多様な輸送経路の構築の課題（ニーズ）多様な輸送経路の構築の課題（ニーズ）

多様な輸送経路の構築に関わる荷主の要望（実施中の企業ヒアリング等を反映していく）

○コンテナ航路
・北陸港湾と中国や東南アジア等を結ぶコンテナのダイレクト便が欲しい。（多数の企業）
・北陸港湾のコンテナ航路の増便と輸送日数の短縮をしてほしい。（多数の企業）

○国際フェリー、ＲＯＲＯ船
・北陸港湾と中国等と結ぶ国際フェリーやＲＯＲＯ船の航路があれば利用を検討したい。

（長野県の食品企業）
・北陸港湾（直江津港）からの釜山港とのフェリー航路があれば利用したい。

（長野県の電気企業）

○空港
・北陸の港湾を利用して東アジアへ出張できるようになれば望ましい。

（福井県の眼鏡企業）
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北陸地域における企業立地の現状（シーズ）北陸地域における企業立地の現状（シーズ）
○わが国から海外への企業進出・撤退状況

○1995年度は日本から海外
（特にアジア方面）への
企業進出が著しい

○2004年度は海外進出状況
は一段落するとともに、
撤退数が増加

→最近は企業の国内回帰傾
向にある

○1995年度は日本から海外
（特にアジア方面）への
企業進出が著しい

○2004年度は海外進出状況
は一段落するとともに、
撤退数が増加

→最近は企業の国内回帰傾
向にある

資料）「第35回 我が国企業の海外事業
活動」経済産業省

○北陸地域の主な進出企業（2005年以降）

資料）「北陸地域国際物流戦略チーム」第二回本部会資料（元は新聞掲載情報から作成）

【凡例】
：進出企業
：主な進出企業

○北陸製紙 新潟工場増産（新潟市）
→投資額 約550億円

○北陸製紙 新潟工場増産（新潟市）
→投資額 約550億円

○松下電器 新工場（魚津市）
→投資額 約1,300億円

○松下電器 新工場（魚津市）
→投資額 約1,300億円

○村田製作所 新工場（白山市）
→投資額 約300億円
→雇用人数200人

○村田製作所 新工場（白山市）
→投資額 約300億円
→雇用人数200人

○加賀東芝エレクトロニクス 新工場
（能美市）

→投資額 約550億円

○加賀東芝エレクトロニクス 新工場
（能美市）

→投資額 約550億円

○巴川ﾌｧｲﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ敦賀工場 （敦賀市）
→投資額 約60億円
→雇用人 数200人

○巴川ﾌｧｲﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ敦賀工場 （敦賀市）
→投資額 約60億円
→雇用人 数200人
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北陸地域における企業立地の課題（ニーズ）北陸地域における企業立地の課題（ニーズ）

敦賀港敦賀港

金沢港金沢港

伏木伏木
富山港富山港

直江津港直江津港

新潟港新潟港

・上海とのダイレクト航路や釜山港からの
反時計回りの航路ができれば、敦賀港を
使いたい。

【コンテナ荷主】

・上海とのダイレクト航路や釜山港からの
反時計回りの航路ができれば、敦賀港を
使いたい。

【コンテナ荷主】

・消費地に近い太平洋側に拠点を置いたほ
うが陸上輸送コストが安く済むためメ
リットがあるように思われるが、倉庫賃
料や人件費、インフラ費などトータルコ
ストを比較すると福井に拠点を置いたほ
うがメリットがある。

【コンテナ荷主】

・消費地に近い太平洋側に拠点を置いたほ
うが陸上輸送コストが安く済むためメ
リットがあるように思われるが、倉庫賃
料や人件費、インフラ費などトータルコ
ストを比較すると福井に拠点を置いたほ
うがメリットがある。

【コンテナ荷主】

・北陸地域に輸送を後押しする仕組みがあ
れば、現在京浜港に流れている輸出貨物
を北陸港湾へシフトさせることができる。

【船社】

・北陸地域に輸送を後押しする仕組みがあ
れば、現在京浜港に流れている輸出貨物
を北陸港湾へシフトさせることができる。

【船社】

・自社だけでコンテナ１本に仕立てること
が困難なケースもあるので、混載サービ
スを行ってくれる物流会社があるとあり
がたい。

【コンテナ荷主】

・自社だけでコンテナ１本に仕立てること
が困難なケースもあるので、混載サービ
スを行ってくれる物流会社があるとあり
がたい。

【コンテナ荷主】

・中国の大連や寧波などから輸入している
が、横浜港経由だとリードタイムが5～7
日程度なのに対し、直江津港経由だと10
～12日かかってしまい、この差が大きい。

【コンテナ荷主】

・中国の大連や寧波などから輸入している
が、横浜港経由だとリードタイムが5～7
日程度なのに対し、直江津港経由だと10
～12日かかってしまい、この差が大きい。

【コンテナ荷主】

・以前は横浜に倉庫を借りていたが、地元
に倉庫を用意して、そこまでコンテナ輸
送するようにしたら、蔵置料が横浜のと
きは300万円/月であったのに対し、長野
では80万円/月とコスト縮減となった。

【ｺﾝﾃﾅ荷主】

・以前は横浜に倉庫を借りていたが、地元
に倉庫を用意して、そこまでコンテナ輸
送するようにしたら、蔵置料が横浜のと
きは300万円/月であったのに対し、長野
では80万円/月とコスト縮減となった。

【ｺﾝﾃﾅ荷主】

・上越は、①土地代が安いこと、②人材が
豊富で人件費が安いこと、③高速道路が
整備されており長野本社とのアクセスが
良いことといったポテンシャルがある。

【コンテナ荷主】

・上越は、①土地代が安いこと、②人材が
豊富で人件費が安いこと、③高速道路が
整備されており長野本社とのアクセスが
良いことといったポテンシャルがある。

【コンテナ荷主】

【凡例】
：北陸地域の利点
（ポテンシャル）

：北陸地域の課題
や望むこと

資料）「北陸地域国際物流戦略チーム」企業ヒアリング（H19.7～9 ※現在、実施中）

○企業ヒアリングからわかったこと

・中国企業との取引において、スケー
ルメリットを出すために他企業との
共同購入・共同配送などもフレキシ
ブルに対応したい。

【ｺﾝﾃﾅ荷主】

・中国企業との取引において、スケー
ルメリットを出すために他企業との
共同購入・共同配送などもフレキシ
ブルに対応したい。

【ｺﾝﾃﾅ荷主】
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敦賀港敦賀港

金沢港金沢港

伏木伏木
富山港富山港

直江津港直江津港

新潟港新潟港

【直江津港】
○インランド・デポ立地プロジェクト推進
事業
○直江津港後背地の長野県などで利用促進
懇談会を開催
○直江津港に近い地理的条件の産業団地へ
の企業誘致活動を展開
○「小木直江津航路のあり方検討会議」→
佐渡フェリー航路存続に向け、利用促進、
航路活性化に取り組む

【直江津港】
○インランド・デポ立地プロジェクト推進
事業
○直江津港後背地の長野県などで利用促進
懇談会を開催
○直江津港に近い地理的条件の産業団地へ
の企業誘致活動を展開
○「小木直江津航路のあり方検討会議」→
佐渡フェリー航路存続に向け、利用促進、
航路活性化に取り組む

【伏木富山港】
○国内ポートセールス
①荷主企業を対象とした県内セミナー
→・港湾施設紹介、利便性ＰＲ

・船社からのサービス紹介
・港湾施設見学等

②船社との懇談会
→・港湾施設紹介

・意見交換
③県外（中京・東海地域）での利用促進説明会
の開催
④インセンティブ（荷主企業奨励金、船社助成
金の活用）
○海外ポートセールス活動
→・利用促進セミナー開催によるＰＲ活動

・海外船社訪問による航路拡充等の要請
○その他→ＰＲ用パンフレット等による広報、
企業立地セミナー等でのＰＲ活動等
○伏木富山港の港湾整備を促進

【伏木富山港】
○国内ポートセールス
①荷主企業を対象とした県内セミナー
→・港湾施設紹介、利便性ＰＲ

・船社からのサービス紹介
・港湾施設見学等

②船社との懇談会
→・港湾施設紹介

・意見交換
③県外（中京・東海地域）での利用促進説明会
の開催
④インセンティブ（荷主企業奨励金、船社助成
金の活用）
○海外ポートセールス活動
→・利用促進セミナー開催によるＰＲ活動

・海外船社訪問による航路拡充等の要請
○その他→ＰＲ用パンフレット等による広報、
企業立地セミナー等でのＰＲ活動等
○伏木富山港の港湾整備を促進

【金沢港】
○ポートセールス活動：短期対策
①釜山便の増便・上海航路の開設、維持、
拡充
②小口混載貨物の取扱拡充
③県内外企業へのＰＲ
○ポートセールス活動：中長期対策
①北米航路の拡充、欧州航路の開設
②港湾業務取扱時間の延長
○港湾活用型企業誘致
→短期対策：誘致のための環境整備

中長期対策：港湾周辺工業用地の調査、
確保、整備
○港湾施設整備
→短期対策：荷役施設設備のさらなる整備
・中長期対策：コンテナ専用埠頭の充実

【金沢港】
○ポートセールス活動：短期対策
①釜山便の増便・上海航路の開設、維持、
拡充
②小口混載貨物の取扱拡充
③県内外企業へのＰＲ
○ポートセールス活動：中長期対策
①北米航路の拡充、欧州航路の開設
②港湾業務取扱時間の延長
○港湾活用型企業誘致
→短期対策：誘致のための環境整備

中長期対策：港湾周辺工業用地の調査、
確保、整備
○港湾施設整備
→短期対策：荷役施設設備のさらなる整備
・中長期対策：コンテナ専用埠頭の充実

【新潟港】
○輸入促進地域（ＦＡＺ）整備事業→国際
インフラや国際物流拠点の整備
○インランド・デポ立地プロジェクト推進
事業
○新潟港利用活性化事業
→・ポートセールス（企業訪問、パンフ
レット作成、セミナーや説明会を開催）
・国際航路の誘致 ・貿易懇話会の開催
○国際経済交流育成事業→韓国、中国の県
事務所を活用し、市内企業の経済交流や貿
易活動を促進
○見本市等実施事業
○経済交流団派遣、受入事業→ハルビン、
ウラジオストック、ハバロフスクなどへの
視察団派遣

【新潟港】
○輸入促進地域（ＦＡＺ）整備事業→国際
インフラや国際物流拠点の整備
○インランド・デポ立地プロジェクト推進
事業
○新潟港利用活性化事業
→・ポートセールス（企業訪問、パンフ
レット作成、セミナーや説明会を開催）
・国際航路の誘致 ・貿易懇話会の開催
○国際経済交流育成事業→韓国、中国の県
事務所を活用し、市内企業の経済交流や貿
易活動を促進
○見本市等実施事業
○経済交流団派遣、受入事業→ハルビン、
ウラジオストック、ハバロフスクなどへの
視察団派遣

資料）「北陸地域国際物流戦略チーム第二回幹事会」各県資料、上越市資料

国際物流機能の利用促進活動の現状（シーズ）国際物流機能の利用促進活動の現状（シーズ）
○自治体・民間等による利用促進に向けた取り組み

【敦賀港】

県では、県内港湾の利便性向上やポートセー

ルスに積極的に取り組むため、平成１９年度、

土木部と産業労働部が連携し、「敦賀港・福井

港利活用チーム」を設置した。

敦賀港で整備が進められている多目的国際ター

ミナルの利用促進に取り組むとともに、同ター

ミナルの利活用計画を策定中。

○ポートセールス促進事業

・港湾利用事業者懇談会の開催

・貨物量調査

・企業訪問（トップセールス）等

○県内港湾貨物集荷推進事業

○多目的国際ターミナル利活用計画策定事業

【敦賀港】

県では、県内港湾の利便性向上やポートセー

ルスに積極的に取り組むため、平成１９年度、

土木部と産業労働部が連携し、「敦賀港・福井

港利活用チーム」を設置した。

敦賀港で整備が進められている多目的国際ター

ミナルの利用促進に取り組むとともに、同ター

ミナルの利活用計画を策定中。

○ポートセールス促進事業

・港湾利用事業者懇談会の開催

・貨物量調査

・企業訪問（トップセールス）等

○県内港湾貨物集荷推進事業

○多目的国際ターミナル利活用計画策定事業
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国際物流機能の利用促進活動の課題（ニーズ）国際物流機能の利用促進活動の課題（ニーズ）

敦賀港敦賀港

金沢港金沢港

伏木伏木
富山港富山港

直江津港直江津港

新潟港新潟港

・輸入貨物はCIFの関係で神戸港を
利用する。

【荷主】

・輸入貨物はCIFの関係で神戸港を
利用する。

【荷主】

・利用港湾の変更に必要なのは、リードタ
イムとトータルコストの比較情報である。

【コンテナ荷主】

・利用港湾の変更に必要なのは、リードタ
イムとトータルコストの比較情報である。

【コンテナ荷主】

・荷主に正しい情報を伝えることも大事で、
トータルコストは北陸の方が安い。この
情報を荷主に伝えて欲しい。

【船社】

・荷主に正しい情報を伝えることも大事で、
トータルコストは北陸の方が安い。この
情報を荷主に伝えて欲しい。

【船社】

・必要な情報はリードタイムと航路情報で
ある。

【コンテナ荷主】

・必要な情報はリードタイムと航路情報で
ある。

【コンテナ荷主】

・利用促進活動によって貨物が集まれば、
新たな航路開設効果が現れてくる。

（他港巡回航路で150～200TEU/港、ダイレ
クト航路で300～400TEU/港）

【船社】

・利用促進活動によって貨物が集まれば、
新たな航路開設効果が現れてくる。

（他港巡回航路で150～200TEU/港、ダイレ
クト航路で300～400TEU/港）

【船社】

・輸出貨物はFOBの関係で京浜港を利用せ
ざるを得ない。

【コンテナ荷主】

・輸出貨物はFOBの関係で京浜港を利用せ
ざるを得ない。

【コンテナ荷主】

・セミナーには頻繁に参加し、対アジア地
域を中心にリードタイムやダイレクト便
の就航状況等の最新情報を入手するよう
に努めている。

【コンテナ荷主】

・セミナーには頻繁に参加し、対アジア地
域を中心にリードタイムやダイレクト便
の就航状況等の最新情報を入手するよう
に努めている。

【コンテナ荷主】

【凡例】

：船社の意見・要望

：荷主の意見・要望

資料）「北陸地域国際物流戦略チーム」企業ヒアリング（H19.7～9 ※現在、実施中）

○企業ヒアリングからわかったこと

・敦賀港の税関は太平洋側に較べ土日通関
など対応が良く、PRポイントとなる。

【コンテナ荷主】

・敦賀港の税関は太平洋側に較べ土日通関
など対応が良く、PRポイントとなる。

【コンテナ荷主】

・北陸は波浪や降雪によって荷役できない
ことがある。この情報を船社や荷主企業
の担当者にわかるように各港湾の天候状
況をビジュアルかつリアルタイムに情報
提供して欲しい。

【船社】

・北陸は波浪や降雪によって荷役できない
ことがある。この情報を船社や荷主企業
の担当者にわかるように各港湾の天候状
況をビジュアルかつリアルタイムに情報
提供して欲しい。

【船社】

・トータルコストの情報（倉庫リー
ス、人件費、海上・陸上輸送コス
ト等）が比較できるものが欲しい。

【荷主】

・トータルコストの情報（倉庫リー
ス、人件費、海上・陸上輸送コス
ト等）が比較できるものが欲しい。

【荷主】

・空コンテナの港湾間輸送が円滑にできる
ようになれば魅力的である。

（現在、新潟港では空コンテナが多く発生
しているが、伏木富山港や金沢港はバラ
ンスが良い状況であるため、空コンテナ
の移動が容易になればありがたい。）

【船社】

・空コンテナの港湾間輸送が円滑にできる
ようになれば魅力的である。

（現在、新潟港では空コンテナが多く発生
しているが、伏木富山港や金沢港はバラ
ンスが良い状況であるため、空コンテナ
の移動が容易になればありがたい。）

【船社】
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港運業者ガントリークレーンの使用料金が高く、見直しを望む。ターミナルの管理運営

荷主（電気）釜山港と北陸港湾（直江津港、伏木富山港、金沢港のいずれか）との間にフェリー航路があれば利用したい。

荷主（眼鏡）ＲＯＲＯ船の利用はコスト次第である。

港運業者RORO船は究極の輸送システムではあるが、港運業者の仕事がなくなるのではないか。

国際フェリー、RORO船航路
の誘致

荷主（機械）釜山港から、どこへでも、低コストで、早く輸出できることが望ましい。

荷主（機械）釜山港をハブ港として利用する際に、金沢港でＢ/Ｌを発行する方策ができないか。

荷主（商社、機
械）

釜山港等をハブ港とし、金沢港と結んではどうか。

荷主（日用品）
釜山港のトランジットの積替え時間の短縮ができないか。(現状では、積替え日数がかかり、かつ、どれぐらいの日数が
かかるのかが不明）

港運業者
北陸港湾で、小口貨物を仕向地別に集荷しフルコンテナに仕立てるためには物量が必要で難しい。そこで、全ての小口貨
物を釜山港などの海外港湾の物流センターで、世界各地の仕向地別に仕立てる輸送を充実していくべきではないか。

海外ハブ港の活用

港運業者
阪神、中部、関東圏の貨物が中国（青島）～下関港のホットデリバリーサービスを利用している。このような貨物をター
ゲットとした、中国（青島港）と北陸（敦賀港）を結ぶ直行便ができないか。

広域的な貨物の取り込み

荷主（電気）連続しているコンテナ船の寄港日を離して、利用しやすくしてほしい。

荷主（商社）北米、欧州航路があれば利用したい。

荷主（機械）リードタイムの短い東南アジア方面の航路ができないか。

荷主（製紙）航路増、便数増ができないか。

全体の意見
北陸港湾のコンテナ航路は、航路、便数が限られる反面、輸送日数がかかり、海上輸送費用も高いなどの課題があるが、
それらに対する対応が必要ではないか。

国際コンテナ航路の拡充

国際航路網
の充実

荷主（機械）内陸部に使い勝手のよい倉庫があれば利用したい。

港運業者内陸部のインランドデポは相当量の貨物がないと成立が難しいのではないか。

荷主（化学）伏木富山港に保税倉庫ができないか。

荷主（機械）危険物倉庫の整備ができないか。

荷主（製紙）ＣＦＳ等の施設整備ができないか。

荷主（機械）輸送費、日数の条件が合えば、小口貨物積替施設を利用したい。

港運業者
内陸部のインランドデポに関しては、京浜、中部などの小口貨物がどれぐらいあるか、船社への働きかけがどれぐらいで
きるかを検討する必要があるのではないか。

港運業者三セク等に限られる小口貨物積替施設の補助金の民間への適用等の見直しはできないか。

港運業者伏木富山港等において小口貨物をフルコンテナに仕立てる物流センター等が必要ではないか。

物流関連施設の確保

物流セン
ターの充実
による効率
化

意見者（社）港運業者及び荷主の主なご意見北陸の国際物流機能の改善項目

Ｈ１８．９－１０ 企業ヒアリングの結果 主な意見
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荷主（化学）環境（排気ガス）の観点から、北陸港湾の集荷活動ができるのではないか。

港運業者北陸地域全体のポートセールスを行なってはどうか。

荷主（化学）荷主のメリットとともに海外の顧客にメリットが必要ではないか。

荷主（化学）太平洋側港湾と同程度の輸送費とリードタイム（輸送日数）が必要ではないか。

荷主（化学）新潟港を利用する当初の一定期間に対して金銭的な補助を行ってはどうか。

荷主（機械）中部及び北陸に工場のある企業に北陸港湾の利用のメリットを紹介してはどうか。

中部圏に対するポートセールス

荷主（化学）専用岸壁の専用施設で公共的な貨物の荷役が出来ないか。（専用施設の公共利用）専用施設の公共利用
専用施設の
公共利用

荷主（製紙）コンテナ船の海上輸送における荷崩れや荒天による遅れを回避するため、船舶の大型化を望む。船舶の大型化

荷主（製紙）岸壁の静穏度を確保するための防波堤の整備が必要ではないか。静穏度の向上

荷主（機械）積雪のためにターミナルの荷役が滞ることがある。融雪装置などの除雪対策を望む。雪への対応

全体の意見冬期の波浪、雪などによる船舶の遅れが発生し、貨物輸送に支障が生じているので、対策が必要ではないか。気象条件の克服

信頼性を確
保した物流
サービスの
構築

荷主（化学）パレットに使用する木材の植物検疫の書類手続きに時間と手間を要するので改善できないか。
植物検疫書類の手続きの迅
速化

荷主（機械）特定輸出申告制度（平成18年3月より）ではフルコンテナ貨物を対象としているが、混載貨物への適用が出来ないか

荷主（眼鏡）通常の通関時間に手続きが終わらないことがあることから、時間を延長して欲しい。

港運業者輸入の検査では全量をコンテナから出し、検査後に詰め直すため手間がかかる。Ｘ線検査装置の導入基準の緩和を望む。

税関手続きの改善

港運業者一開港化してもコスト削減効果が小さいので、運賃費用の低下にはそれほど効果がないのではないか。

港運業者敦賀・舞鶴、敦賀、金沢等、近接港湾の一開港化が考えられないか。敦賀港～新潟港の一開港化

港運業者、荷主
（機械）

未だに残る書類提出や書類の書式の不統一の改善ができないか。港湾の情報化

手続き面の
簡素化

荷主（眼鏡）通常のコンテナヤードのオープン時間を延長して欲しい

港運業者船待ちの解消、コンテナ船の増便に対応するためのバースやガントリークレーンの整備を図るべきでなはいか。コンテナターミナル機能の
強化

港運業者
現在日数を要している中国、東南アジア航路のダイレクト便ができれば、北陸港湾の輸入コンテナ貨物が増加する余地
がある。

港運業者
準ダイレクト便を導入するためには、船待ちが生じない、同等のサービスレベルの港湾を組み合わせることが必要では
ないか。

港運業者リードタイムの短縮を図るため、北陸の１～２港、中国の１～２港を結ぶ準ダイレクトの航路ができないか。

港運業者）中国（青島など）～北陸港湾をダイレクトに結び、関西、中部、関東の貨物を取り込んではどうか。

荷主（日用品）香港とのダイレクト便ができないか

荷主（化学）韓国とのダイレクト便ができないか。

航路のダイレクト化ワンストッ
プ、リード
タイムの短
縮

意見者（社）港運業者及び荷主の主なご意見北陸の国際物流機能の改善項目
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港湾利用状況に関する主な意見港湾利用状況に関する主な意見

11,319
30,531

60,938

99,918
79,953

76,724

24,065 24,024
30,133

71,136 67,069 64,906

4,191 7,0605,217
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90%

100%

H05 H10 H15

その他

阪神港

伊勢湾港

京浜港

管内港

コンテナ流動調査の結果

京浜港・阪神港の利用が多く、平
成15年で全体の約60％を占めて

いる。

ヒアリングでの主な意見

・新潟港は、横浜港よりも日数がかかる。＜荷主（化学）＞
・輸送日数が短くならないと利用できない。＜荷主（機械）＞
・伏木富山港は名古屋港より輸送日数がかかる。＜荷主
（日用品）＞

リードタイムが長いリードタイムが長い

輸送コストが高い輸送コストが高い

信頼性が低い信頼性が低い

・釜山トランシップがあるので日数が読めない。＜多数＞
・釜山トランシップは、定時性・確実性に問題。＜多数＞

航路が少ない航路が少ない

・航路が充実しているため神戸港を利用。＜荷主（機械）＞
・便数が増えなければ利用できない。＜荷主（機械）＞

・敦賀港よりコストが安いので神戸港を利用。＜荷主（繊維）＞
・直江津港は清水港よりもコストを下げること。＜荷主（雑貨）＞

上記等の理由から、京浜港・阪神港等を利用している企業が多い。
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バンニング・デバンニング場所に関する主な意見バンニング・デバンニング場所に関する主な意見

コンテナ流動調査の結果 ヒアリングでの主な意見

・新潟からトラックで運び、関東の貨物と併せて横浜港でバ
ンニングしている。＜荷主（電気）＞
・トラックで港頭地区まで輸送し、バンニングしている、＜荷
主（機械）＞

港でバンニング港でバンニング

工場でバンニング工場でバンニング

・港では労務費・倉庫費等のコストがかさむので、バン・デ
バンは工場で行っている。＜荷主（機械）＞

総計
その他
4.4%大阪府・

兵庫県
22.6%

愛知県・
三重県
8.3%

東京都・
神奈川県
21.4%

管内県
43.3%

総計

管内県
86.4%

東京都・
神奈川県

4.6%

愛知県・
三重県
4.0%

大阪府・
兵庫県
4.6%

その他
0.3%

約90%が管内にてデバンニングされ

ており、京浜港等の近くでデバンニン
グする比率は低い。

（バンニング場所）

（デバンニング場所）
・港でデバンし定温・冷温倉庫で保管。＜荷主（食品）＞

港でデバンニング港でデバンニング

工場でデバンニング工場でデバンニング

・コストダウンのため工場でデバン。＜荷主（機械）＞
・港でデバンすると諸費用がかかる。＜荷主（食品）＞
・港の倉庫で保管し工場に搬入しデバン。＜荷主（電気）＞

北陸管内の輸出貨物のうち、60%弱

が管内以外の都道府県でバンニング
されている。

バンニングは港、デバンニングは工場で行っている企業が多い。
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小口貨物に関する主な意見小口貨物に関する主な意見

コンテナ流動調査の結果

北陸管内の輸出貨物のうち、件数の
50%以上が5トン以下の小口貨物である。

ヒアリングでの主な
意見

・小口貨物の約７割が横浜港と東京港を利用している。＜荷主（電気）＞
・コンテナ１本に満たない小口貨物は、神戸港を利用している。＜荷主（雑貨）＞

小口貨物の利用港湾小口貨物の利用港湾

北陸管内の輸出貨物は、ロットが小さいほど地元利用率が低い。

5トン以下の小口貨物の地元利用率は
4%程度で、小口ほど利用率は低い。
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需要予測結果の例（コンテナ貨物－１）需要予測結果の例（コンテナ貨物－１）

１）トレンド推計

北陸５港湾のコンテナ貨物量とトレンド推計
単位：千トン

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

貨物量 1,124 1,368 1,480 1,834 2,143 2,362 2,768 2,990 3,694 3,890

Ｈ24 Ｈ29 係数 値
年次 17 22 ａ 313.62

推計貨物量 5,972 7,540 b 640.40

推計式 Ｙt＝313.62Ｘt＋640.40
H24：X17＝17 Y17＝313.62×17＋640.40＝5,971.94 → 5,972千トン
H29：X22＝22 Y22＝313.62×22＋640.40＝7,540.04 → 7,540千トン

輸出入コンテナ貨物量

y = 313.62 x + 640.40

R
2
 = 0.98

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

千トン

H29H24H17

北陸５港湾の過去１０年間のコンテナ貨物量のトレンドにより推計する。

5,972千トン

7,540千トン
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コンテナ貨物量の伸び率による推計結果
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需要予測結果の例（コンテナ貨物－２）需要予測結果の例（コンテナ貨物－２）

２）コンテナ貨物の伸び率による推計

2001年 2015年 平均伸び率 2020年 平均伸び率
（2001～15） （2015～20）

全国 下限 19,135 28,000 1.0276 30,000 1.0139
上限 19,135 30,000 1.0326 33,000 1.0192

　　資料）港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に
　　　　　関する基本方針(答申案）　平成16年7月9日　
　　　　　交通政策審議会　第11回港湾分科会

国際海上コンテナ貨物の見通し(トンベース）

コンテナ貨物量（万ﾌﾚｰﾄﾄﾝ）

全国の伸び率を用いた場合の推計(トンベース）

Ｈ17実績 伸び率① Ｈ24 伸び率① 伸び率② Ｈ29

(千トン） H17～24 (千トン） H24～27 H27～29 (千トン）

下限 新潟港 2,120 1.0276 2,565 1.0276 1.0139 2,861

直江津港 191 1.0276 231 1.0276 1.0139 258
伏木富山港 875 1.0276 1,059 1.0276 1.0139 1,181
金沢港 475 1.0276 575 1.0276 1.0139 641
敦賀港 229 1.0276 277 1.0276 1.0139 309
北陸港湾 3,890 4,707 5,250

(Ｈ17比） 1.00 1.21 1.35

上限 新潟港 2,120 1.0326 2,654 1.0326 1.0192 3,035

直江津港 191 1.0326 239 1.0326 1.0192 273
伏木富山港 875 1.0326 1,095 1.0326 1.0192 1,253
金沢港 475 1.0326 595 1.0326 1.0192 680
敦賀港 229 1.0326 287 1.0326 1.0192 328
北陸港湾 3,890 4,869 5,569
(Ｈ17比） 1.00 1.25 1.43

全国のコンテナ貨物量の伸び率を用いて、北陸港湾のコンテナ貨物量を推計する。

H29H24H17

5,569千トン

5,250千トン

4,869千トン

4,707千トン
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コンテナ貨物の需要予測のシナリオコンテナ貨物の需要予測のシナリオ

北陸港湾のコンテナ貨物(H17)をベースとし、我が国の国際海上コンテナ貨物の将来

の伸び率と同様に推移する。
Ｅ

北陸港湾の過去10年間（Ｈ8～17）のコンテナ貨物のトレンドにより推移する。Ｄ

北陸地域に発着するコンテナ貨物が我が国の国際海上コンテナ貨物の将来の伸び率
により増加し、そのうち近海航路、東南アジア航路・大洋州航路のコンテナ貨物が全て
北陸港湾を利用する。

Ｃ

北陸地域及び近接県（群馬・埼玉・岐阜・滋賀の４県）に発着するコンテナ貨物が我が
国の国際海上コンテナ貨物の将来の伸び率により増加し、そのうち北陸地域について
は近海航路、東南アジア航路・大洋州航路のコンテナ貨物が全てが、近接県について
は1/2が北陸港湾を利用する。

・北陸地域、首都圏、中部圏及び近畿圏の対中国東北部、韓国北部及び極東ロシアと
のコンテナ貨物が、対岸諸国の経済成長率で増加し、北陸港湾が全て（中国東北部、
ロシア）あるいは半分（韓国北部）取り扱う。

・北陸地域の対中国（東北部除く）、韓国（北部除く）、東南アジアとのコンテナ貨物が
対岸諸国の経済成長率で増加し、北陸港湾で取り扱う割合が現在のシェアと100％の

中間値となる。

需 要 予 測 の 内 容

Ｂ

Ａ

シナリオ
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輸出入コンテナ貨物の需要予測結果輸出入コンテナ貨物の需要予測結果

・輸出入コンテナ貨物の需要予測結果を港湾別に整理する。

３８９

２３

４８

８７

１９

２１２

現況(H17)

７５４

４４

９２

１７０

３７

４４１

Ｄ

５５７８５１１，８３８３，６４０合計

２７４２９０１７８直江津港

３０４４６４１，００２１，９８４新潟港

１２５１９１４１４８１９伏木富山港

６８１０４２２４４４４金沢港

５０

Ｃ

３３１０８２１５敦賀港

ケースＡ ＥＢ港

輸出入コンテナ貨物の需要予測結果 単位：万トン

注）ケースＡ～Ｅの各港湾の輸出入コンテナ貨物量は、平成17年の港湾別割合で配分した。
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資料）エネルギー・経済統計要覧 ‘07 、港湾統計（年報）

15.0北陸地域割合（平均）

12.77,35357,797H17
12.97,49458,018H16
16.69,70658,538H15
15.88,70355,018H14
15.98,67054,421H13
16.08,68554,157H12

52,112H11
49,478H10
48,349H9
46,445H8

北陸割合(％)うち北陸全国

単位：千トン

需要予測結果の例（バルク貨物：ＬＮＧ－１）需要予測結果の例（バルク貨物：ＬＮＧ－１）

北陸港湾のＬＮＧ（輸入）は全て新潟港で取り扱われている。
全国のＬＮＧの輸入量をトレンドにより推計し、北陸港湾利用率は約15％を乗じて求める。

1)トレンドによる推計

全国及び北陸５港湾のＬＮＧ（輸入）の推移

全国のＬＮＧ輸入量は、平成24年69,055千トン、平成29年
75,847千トンと推計される。
統計データのある過去6カ年の北陸港湾の割合は、平均15.0％
であることから、北陸港湾のＬＮＧ貨物量は

H24 69,055千トン × 0.150 ＝ 10,358千トン
H29 75,847千トン × 0.150 ＝ 11,377千トン

と推計される。

y = 1358.38 x + 45962.20

R2 = 0.94
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69,055千トン

75,847千トン

全国のＬＮＧ（輸入）のトレンド推計

10,358千トン

11.377千トン

北陸のＬＮＧ（輸入）の推計
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需要予測結果の例（バルク貨物：ＬＮＧ－２）需要予測結果の例（バルク貨物：ＬＮＧ－２）

2006年4月に、（財）日本エネルギー経済研究所から、エネルギーの長期見通しが発表されている。現状趨勢シ

ナリオ（リファレンスケース）における天然ガス（ＬＮＧ）の国内供給見通しは、次のとおりである。

2)エネルギー長期見通しによる推計

一次エネルギー国内供給の見通し（レファレンスケース）

北陸地域のＬＮＧが上記伸び率で増加するものして将来推計を
行う。

平成17年実績（7,353千トン）をもとに推計する。
○H24（2012）

H17(2005)～H22(2010) 伸び率 1.2%
H22(2010)～H24(2012) 伸び率 0.9％

H24 7,353 ×1.012 5 × 1.009 2 ＝ 7,920千トン

○H29（2017）
H17(2005)～H22(2010) 伸び率 1.2%
H22(2010)～H24(2017) 伸び率 0.9％

H29 7,353 ×1.012 5 × 1.009 ７ ＝ 8,267千トン

10
単位：１０ kcal

実績

2004年度 2010年度 2020年度 2030年度 04～10 10～20 20～30

全体 543,999 542,508 546,960 533,106 0.0 0.1 -0.3

天然ガス 78,425 83,997 91,514 95,157 1.2 0.9 0.4

注）（財）日本エネルギー経済研究所長期見通し(2006年4月発表）

資料）エネルギー・経済統計要覧'07　をもとに作成

予測

エネルギー供給
年平均伸び率（％）
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シベリア鉄道の今後の展望シベリア鉄道の今後の展望

●シベリア鉄道を利用した貨物輸送事業の新展開

・三井物産はロシア鉄道と提携し、極東とロシア西部を結ぶシベリア鉄道を活用した日本企業

向けの貨物輸送事業を始めることを公表した。主な顧客は、ロシア西部に製造・販売拠点を

持つか、新設する日本の自動車、家電、機械メーカーとしている。

・また、近鉄エクスプレスもシベリア鉄道を利用した日本－ロシアの国際輸送を行うものとし、

複数の家電メーカーの共同積み合わせでコンテナ専用列車「ブロックトレイン」を仕立てる体

制整備を進めている。 日本経済新聞（平成19年７月20日付記事）、日本海事新聞（平成19年８月28日付記事）より

・ロシアへの製品輸出でシベリア鉄道を利

用した輸送が考えられる。

・モスクワ近郊からの輸入で、シベリア鉄

道を利用した輸送ができないか。

ヨーロッパまでの輸送日数の比較●北陸企業の期待（ヒアリング）

・シベリア鉄道を利用した輸送は、以下の

観点からも伸びる可能性がある。

▼海上輸送に代わる代替ルート

▼輸送日数の短縮

▼ＣＯ2排出量の削減

●今後の展望
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マンチェスター
（Manchester）

15.06万トン貨物・郵便※２

1,870万人旅客数※２

44万人※４背後圏の人口

73ヶ国※３発着国数※１

218空港発着空港数※１

※１ マンチェスター空港HP（http://www.manchesterairport.co.uk/）より
※２ 2006年版航空統計要覧（財団法人日本航空協会）より2005年のデータ
※３ イングランド、ウエールズ、スコットランド、北アイルランド別々でカウントした（自国含む）
※４ マンチェスター市の人口（2005年）だが、マンチェスター空港の背後圏は大マンチェスタ州（255万人）やリバプール、リーズなども含まれる。

→イングランドの中でロンドン・ヒースロー空港、ロンドン・ガトウィック空港に次ぐ規模の空港であり、ヨーロッパ各地や
アメリカ・カリブ海、中近東などを結ぶ空港である。

フランス：17空港

ギリシャ：17空港

イタリア：16空港

スペイン：12空港

ドイツ：10空港

主な行き先

36ヶ国※３発着国数※１

133空港発着空港数※１

●ヨーロッパに限定すると

イタリア

スペイン

フランス

ギリシャ

ドイツ

北米・中米等

中東・アジア

マンチェスター空港マンチェスター空港
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北陸地域空港

3.01万トン貨物・郵便※２

522万人旅客数※２

472万人※４背後圏の人口

6ヶ国※３発着国数※１

9空港発着空港数※１

※１ 新潟空港HP（http://www.niigata-airport.gr.jp/）、富山空港HP（http://www.pref.toyama.jp/sections/1504/1515/index.html）、
小松空港（http://www.pref.ishikawa.jp/k_air/index_j.html）より

※２ 2006年版数字で見る航空（発行：航空振興財団、監修：国土交通省航空局）より2005年のデータ ※３ 発着国数は自国を含む
※４ 新潟県、富山県、石川県の人口合計（H17国勢調査） ※５ 現在、休止中 ※６ ルクセンブルク便（小松）は貨物便

→北陸地域の空港から中国、韓国、ロシア極東地域等への国際線９路線を持っている。

ハルピン

ソウル

ウラジオストック

ハバロフスク

上海

グアム

北陸地域空港北陸地域空港

大連

イルクーツク※５

ルクセンブルク※６
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貨物量１％の増加による効果貨物量１％の増加による効果

●コンテナ貨物量の１％が増加した場合の効果

・平成１７年の北陸港湾のコンテナ貨物量をベースに、貨物量が１％増加した場合の輸出入額

を全国の原単位を用いて算出する。

４４．２億円

３０．３億円

北陸港湾の１％

コンテナ貨物量の輸出入額

１５８千円／トン

２７７千円／トン

１トン当たり輸出入額

２７，９６０トン

１０，９４０トン

北陸港湾の１％

コンテナ貨物

輸 入

輸 出

158千円／トン131,508,341トン20,775,267,762千円

２０兆７７５３億円

輸 入

277千円／トン100,214,177トン27,769,802,338千円

２７兆７６９８億円

輸 出

１トン当たり輸出入額海上コンテナ貨物量

（Ｈ１７）

海上コンテナ輸出入易額

（Ｈ１７）

北陸港湾のコンテナ貨物１％が増加した場合の輸出入額

１トン当たりの貿易額（Ｈ１７年、全国）

資料）貿易統計（平成17年）、港湾統計（年報）（平成17年）

資料）港湾統計（年報）（平成17年）
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貨物量１％の増加による効果貨物量１％の増加による効果

●１％の貨物量の輸出入額に相当する織機及び家具の数量

・輸出及び輸入のそれぞれ１％の貨物量の貿易額に相当する繊維機械及び家具の数量を算

出する。

９．８千円

３，６０９千円

単 価

４５万4,４2０百万円家具輸 入

織機

備考

８４０

数量

３,０３０百万円

輸出入額

輸 出

事務所、台所、寝室用９．８千円３,０８８千３０，２９７百万円家具輸 入

織機 織幅が30cmを超えるもの

備考

３，６０９千円

単 価

２０，０２７

数量

７２，２８４百万円

貿易額

輸 出

資料）貿易統計（平成17年）

１％の貨物量の輸出入額に相当する織機及び家具の数量

織機及び家具の単価の算定
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貨物量１％の増加による効果貨物量１％の増加による効果

●１％の貨物量の輸出入による雇用効果

・輸出及び輸入による雇用創出効果を計測する。

・輸出 ３０．３億円（一般機械）

一般機械部門に３０．３億円の最終需要が生じた場合の生産誘発額から、雇用創出効果を

計測すると、２８２人となる。

・輸入 ４４．２億円（家具）

商業部門に４４．２億円の最終需要が生じた場合の生産誘発額から、雇用創出効果を算出

すると、７０４人となる。

4４．2億円

３０．３億円

最終需要

７２．７億円

４８．１億円

生産誘発額

（直接＋１次＋２次）

７０４人

２８２人

雇用創出
効果

商業家具輸 入

織機 一般機械

部門

輸 出

資料）新潟県産業連関表（平成12年）を使用

雇用創出効果
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提言で示している効果の裏付け（1）提言で示している効果の裏付け（1）

●滞船コスト

・港 湾 伏木富山港

・荷 主 製紙メーカー

・沖待ちの状況

新湊地区１号岸壁ではオイルコークス等の貨物船が頻繁に利用しており、チップ船

と利用が重なる場合に沖待ちが発生する。

・滞船コスト 約２００万円／日 （横持ち費用は別途かかる）

●荷役障害による荷役コスト

○事例１

・港 湾 直江津港

・荷役障害 コンテナ船の船体動揺による荷役障害 ７隻（平成１８年）

・損失額 ５００万円／年

・損失の内容

荷役遅延による夜間作業及びスケジュール遅延による日程調整の為の抜港

○事例２
・港 湾 敦賀港
・荷役障害 コンテナ船の船体動揺による荷役障害 １０隻（平成１８年）
・損失額 １００万円／年
・損失の内容

通常より荷役作業が長引いたことによるコストアップ
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提言で示している効果の裏付け（2）提言で示している効果の裏付け（2）

●（仮称）高度ロジ支援センターの立地支援の効果
北陸地域に小口の輸出貨物を取り扱い、輸入貨物を一時保管できるような
（仮称）高度ロジスティクスセンターを設置した場合、取扱い貨物が1万TEU/
年あたりの地域経済効果は売上高3.8億円、雇用人数10人となる 。

●地域間・港間連携による国際物流機能の利用促進活動の推進の効果
北陸地域の港を利用している船会社にヒアリングしたところ、近海の新規航

路開設には500TEU程度の貨物集約ができれば良いと言われている。

仮に500TEU/週の貨物を集約することができたとした場合、年間あたりの

トータルコストの削減額は『約4.7億円』となるとともに、地元港湾利用増に伴

う経済波及効果も見込まれる。

●ターミナル近接地への企業立地の効果
石川県の製造品出荷額と製造業従業員数、工業団地

敷地面積をもとに求めた金沢港の港湾関連用地

（20.2ha）への企業立地の効果は、経済効果が313億

円、雇用効果が974人となる。

7,521件（21.9万トン）海上貨物量

11,411件（2,554トン）航空貨物量

17人従業員数

6.1億円売上高

H18年度実績項 目

＜太田国際貨物ターミナルの事例＞

※太田国際貨物ターミナルHP（http://www.oict.co.jp/）
※コンテナ貨物量（TEU）は換算した結果、1.6万TEU（輸出入合計）

●ＩＴを活用した国際物流機能の利用促進の効果
従来、ターミナルゲート待ち時間が１時間発生していたものが、ゲートのIT化

に伴い20分ほどに短縮された場合、１台あたりの時間短縮効果は1,024円で

ある※１。仮に新潟東港に搬入する車両すべてが同様の時間短縮効果が発現
したとすれば、年間のゲート出入り台数が21.9万台※２であるため、ゲートIT化

に伴う年間の時間短縮効果は約2.2億円となる。

＜北陸地域にシフトした際のトータルコスト削減の試算＞

北陸港湾にコンテナ1TEUがシフト

したことによるトータルコスト削減額

京浜港

北陸港湾
上海

名古屋港阪神港

1.8万円×500TEU×52週＝4.68億円/年間

※１ コンテナ車の時間原単位を51.2円/分として算出
※２ 新潟東港のコンテナ取扱量16.4万TEU（2006実績）からゲート出入り車両数を算出

従業者数（人） 64,016
製造品出荷額等（万円） 205,341,789
敷地面積（㎡） 13,271,914
経済効果（億円/20.2ha） 313
雇用効果（人/20.2ha） 974

資料）石川県の工業（平成17年工業統計調査結果報告書）
※従業者30人以上の事業所、工業用地が対象
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ジェノア

マルセイユ

バルセロナ

アルジェ

アルヘシラス

チュニス

パレルモ

ユーロ圏

地中海

対 岸

０ １０００km

ヨーロッパ地中海港湾から対岸アフリカ地区への海上輸送の現状ヨーロッパ地中海港湾から対岸アフリカ地区への海上輸送の現状

新潟

直江津
伏木富山

金沢

敦賀

ナホトカ

ウラジオストク

トロイツァ

釜山

束草

対 岸

日本海

０ １０００km

フェリー 週21便

RORO船 週22便

コンテナ船 週 2便

中国 週4便

韓国 週8便

韓国 週3便

中国 週2便

韓国 週5便

ロシア 月1便
中国 週2便

韓国 週3便
韓国 週2便

フェリー 週15便

RORO船 週 6便

コンテナ船 週 3便

フェリー 週 4便

RORO船 週 5便

コンテナ船 週20便

フェリー 週323便

RORO船 週140便

コンテナ船 週 4便

資料）出典：Containership Databank (MDS Transmodal) Aug.2007のデータを集計


